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1巻頭言

巻 頭 言

コンドル先生は本郷にある東京大学・工学部一号

館の前に立っておられる。颯爽として右手にはチョ

ークを持っておいでである。130年前の造家学科の

教室では、四人の日本の若者（辰野金吾、片山東熊、

曾禰達蔵そして佐立七次郎）をまえにしてキング

ス・イングリッシュで講義をされていたのだろう。

その後、日本最初の建築家となる若者達にとって、

たいして歳の違わないコンドル先生はどんな教師だ

ったのだろうか。

ジョサイア・コンドル（Josiah Conder）先生は、

明治維新後の日本に学問としての建築学を教授する

ために日本政府に雇われて明治10［1877］年に来日

され、工部大学校造家学科の唯一の教授として日本

の建築界を産み出し、育てた恩人である。しかしそ

れから百年後、同じ学び舎で建築学を勉強していた

私は、この銅像のジェントルマンが何者であるかと

いうことを気に留めることはほとんどなかった。製

図室に泊まり込んで設計していた頃、黎明に疲れ果

てて一号館の玄関から外に出ると、ひんやりとした

空気のなかにぽつんとコンドル先生が立っておられ

た姿をなぜか憶えている。

私は卒業して紆余曲折の末に東京都立大学に籍を

もうひとつの道
－  コンドル先生と耐震構造 造－

北山和宏首都大学東京　教授

得て、教養の授業を担当することになった。講義

名は『建築と文化』である。私のように工学を学

ぶものが「文化」を論ずるなど笑止であると思っ

たが、日本における耐震構造の発展史なら興味も

あるし、ひとに教えることも出来そうだ、という

ふうに感じ、そのための資料を作り始めた。ここ

ではじめてコンドル先生について調べてみてはど

うかと思うようになった。そこで、建築史を専門

とする山田幸正先生（本学教授）からいろいろな

書籍をお借りして調べたりしたが、残念ながら深

く調べる時間はなかった。コンドル先生が地震国

日本に来てから、耐震構造をどのように考えて実

践されたのか知りたいとは思ったが、多忙にかま

けてその調査に着手できないでいた。

ところがやがて、日本の耐震構造の発展にコン

ドル先生が残した足跡を調べる研究に、ある卒論

生が取り組んでくれることになった1）。そのときに

私が一番注目したのは、コンドル先生が煉瓦造建

物を鉄材で補強する方法を考え、実践したという

事実である。

小野木重勝先生による既往の研究2）にはコンドル

先生の書簡（明治15［1882］年）が紹介されてお

り、そのなかに煉瓦の壁体に水平および鉛直の鉄

材を挿入して補強するという手法、およびそのと

きの煉瓦目地（石灰モルタル）の水平強度および

水平鉄材（錬鉄）の引張り強度が具体的に記され

ている。これをもとにコンドル先生が暗黙のうち

に想定したであろう水平震度（k＝Q／W）を具体
的に求めることはできないか、と考えた。幾つか

仮定を設けざるを得なかったが、その結果得られ

た水平震度は1程度であり、結構大きな数字となっ

た。すなわち、重力加速度と同程度の水平加速度

が地震時に煉瓦造建物に作用しても壊れないくら

いの強度を想定していたことになる。

写真1 コンドル先生銅像（東京大学工学部）
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ただしコンドル先生は、現代で言うところの保有

水平耐力を考えていた訳ではなさそうである。先生

の書簡によると、建物内の諸々の部位がその質量に

依存して様々な周期で振動することから、壁体の連

層開口の上下の横架材（短スパン梁に相当する部分）

のように左右の重量物に挟まれた部位には大きな引

張り力が作用するので、この部分に水平鉄材を挿入

して補強すればよいと考えた。すなわち、純粋な引

張り補強である。

現代に生きるわれわれは水平力を受ける煉瓦や鉄

筋コンクリートの壁部材がせん断破壊する、という

現象を知っているが、19世紀のコンドル先生はそん

なことはご存じなかった、と思われる。地震のない

英国では基本的には軸力に対して建物を設計すれば

よかったので、日本において地震対策を考えたとき

にも軸力だけに対処すればよい、とお考えになった

のではなかろうか。その証拠にコンドル先生は、煉

瓦造の壁体に挿入した鉛直鉄材は鉛直地震動による

引張り力のみを受ける、と述べている。水平力にと

もなって生じる曲げモーメントに起因する軸力につ

いては触れていないのである。

しかし当時は地震動によって建物がどのように振

動するのか誰も知らなかったし、鉄組補強煉瓦造ど

ころか鉄筋コンクリート（RC）構造の力学挙動に

ついても未解明であっただろう（RC構造が誕生し

たのは1867年である）から、コンドル先生がこのよ

うに考えたのもやんぬるかな、であろう。しかしコ

ンドル先生は同じ書簡で、煉瓦壁体内の鉛直および

水平鉄材がフレームを形成して各煉瓦ブロックを拘

束するのに役立つ、とも述べており、煉瓦と鉄材と

が協同して外力に抵抗する効果を想定していたとも

思われる。

コンドル先生の時代には建物の構造力学が未成熟

だったために、地震動に対して安全な建物を構築す

るための耐震構造を科学的に考えるには、まだ早過

ぎた。結局、煉瓦という脆性材料を鉄材で補強する

という一点において、その後の我が国における鉄筋

コンクリート構造の導入を円滑にするのに役立っ

た、ということであろうか。なお煉瓦造を鉄材で補

強するという考え方にはいくつかの系譜があった3）

ようだが、そのことについてはここでは触れない。

この後、明治24［1891］年に直下型地震である濃

尾地震が発生して、煉瓦造の建物が甚大な被害を受

けた。コンドル先生は、鉱山学者で日本地震学会を

設立したジョン・ミルン先生とともにその被害調査

に出向いている（ついでだが、日本最初の全RC造

建物を横浜に建設した建築家・遠藤於菟も、帝国大

学学生としてこの調査行に参加した）。そのときミ

ルン先生が残した写真集が『The Great Earthquake of

Japan 1891』であり、煉瓦造建物の地震被害の様子

が写っている。

この経験によって煉瓦造の建物が耐震構造には不

向きであることが広く認識されるようになり、赤坂

離宮（片山東熊設計、明治42［1909］年）や東京駅

（辰野金吾設計、大正3［1914］年）などに鉄骨で補

強された煉瓦造が大規模に使われたものの、やがて

日本での煉瓦造の使用は急速に廃れていった。もう

ひとつの耐震構造として発展するはずだった鉄組補

強煉瓦造は静かに消えたのである。

さらに時代は下って、佐野利器先生が『家屋耐震

構造論』において世界最初の耐震設計法である震度

法を提案したのは、20世紀に入った大正5［1916］

年のことであった。
-------------・-------------・-------------

最後にもう一度、先生の銅像に戻ろう。コンドル

先生の背後にあるタイル貼りの建物は工学部11号館

で、ここに建築学科の構造系の研究室が居を構えて

いる。この1階には数年前にスターバックスコーヒ

ーが開店して、雰囲気も随分変わった。

ちなみにコンドル先生の下の台座は伊東忠太の設

計である。その台座の脚部には地震鬼が彫られてい

て、コンドル先生の足下に踏みつぶされている。こ

れは、コンドル先生が日本において耐震構造の種を

まき、それが発展した結果、地震を征服できたとい

う功績を表わしているそうだ。ところでこの銅像が

建てられたのは1923年の春である。そうである、こ

の年の秋に関東大地震が発生したのである。踏みつ

けられた地震鬼の強烈な逆襲を喰らって、冥界のコ

ンドル先生もさぞや御無念であったことだろう。自

然に対しては常に謙虚であれという教訓であると私

は勝手に解している。

文献
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3免震建築紹介

1 はじめに
2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震および、

それに続く余震は、東日本大震災として東北地方か

ら関東地方にかけて大きな災害をもたらしました。

仙台市中心部からやや西に位置する東北大学青葉山

キャンパスにおいても、多くの建物が被災しました。

その中でも、電子・応用物理系建物、マテリアル・

開発系建物、および人間・環境系建物は被災の程度

が大きく、継続使用が不可であると判定されたため、

これら3系の建物は使用禁止となり、現在はプレハ

ブ仮設建物に研究室を移している状況である。

東北大学では世界最先端の研究が行われており、

世界的な開発競争の中で研究が止まることは大きな

損失となる。また、建物内には非常に精密かつ高価

な実験機器等を有している。

このため、キャンパス復興計画の第一弾として、

建替えが行われる際、大地震後に速やかに研究の継

続が出来ることを目的として免震構造を採用し、電

子・応用物理系建物は梓設計、マテリアル・開発系

建物は久米設計、人間・環境系建物は日本設計がそ

れぞれ担当することとなった。また、以前より進め

られていた東北大学青葉山キャンパスの再整備の計

画にも組み込まれる形で計画されている。

2 設計条件
同一キャンパス内の3建物同時の計画であり、基

本的な設計条件を共通化している。

＜設計用地震動＞

既存3波、告示3波に加えて、プレート境界型の

巨大地震として東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）に

よる人間・環境系建物における観測波、および直下

型の断層地震として長町－利府断層を震源とする

（Mw6.9）の地震を想定した模擬地震動をサイト波

として採用している。

東北大学工学部キャンパスは青葉山の山頂部であ

免 震 建 築 紹 介

東北大学復興建物計画

内山　晴夫
久米設計

井上　啓
同

田中　浩一
梓設計

宮本　裕也
同

大沢　和雅
日本設計

今富　陽子
同

東北大学青葉山キャンパス建物配置図
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る標高150m付近に位置し、標高120m付近の工学的

基盤における地震動を共通とし、表層地盤の地震波

の増幅はそれぞれの建物直下の地盤に応じて検討した。

＜設計クライテリア＞

設計クライテリアは、告示による稀に発生する地

震動、および極めて稀に発生する地震動に加えて、

極めて稀に発生する地震動の1.25倍の地震動に対す

るクライテリアを設定した。クライテリアは3系で

概ね揃えているが、各建物の特性に合わせて個別の

設定を行っている。

＜基礎計画＞

基礎は、工学的基盤に相当する標高120m付近に

分布する凝灰質の岩を支持層とする杭基礎とした。

＜維持・監理方針＞

東北大学青葉山キャンパス内には約400棟に及ぶ

建物が有るが、建築学科の実験用である免震構造実

証建物を除くと初の免震建物であり、かつこれから

も免震建物が建てられていくことが考えられるた

め、統一した維持・管理計画が求められた。

3 マテリアル・開発系実験研究棟
マテリアル・開発系実験研究棟は、主に金属・材

料などの最先端の研究が行われている。旧実験研究

棟は1966年竣工の地上6階、延べ床面積約7200m2

の建物であった。東北地方太平洋沖地震においては

主要構造部に多くのせん断破壊が発生したため、建

て替えを行うこととなった。

＜建物概要＞

建　　設　　地：仙台市青葉区荒巻字青葉6－6

建　　築　　主：国立大学法人東北大学

建築・構造設計：（株）久米設計

：国立大学法人東北大学

設　備　設　計：（株）テクノ工営

：国立大学法人東北大学

主　　用　　途：実験・研究施設

建　築　面　積：2139.49m2

延 べ 床 面 積：7955.38m2

階　　　　　数：地上5F

軒　　　　　高：21.222m

基 準 階 階 高：4.0m

＜建築計画概要＞

建物は5階建てで東西方向に約65m、南北方向に

約32mの長方形の建物となっている。階による建物

の構成は2F以下のパブリックなスペースと3F以上の

研究室・実験室が入るスペースとに分割されている。

2F以下では建物中央部南北方向にエントランスの

4 MENSHIN NO.80 2013.5

耐震性能目標（例：マテリアル棟）

長町-利府断層の断層モデル（Mw＝6.9）

速度応答スペクトル（建設地・基盤波 h＝0.05）
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吹抜けを有し、建物中央部東西方向の吹き抜けと合

わせて十字型に吹抜けを有した構造となっている。

3F以上は建物南側に各教員の研究室、建物北側

に実験室および学生の研究室を配置し、中間の東西

方向に吹抜けを配している。吹抜けにはランダムに

床が配置され、変化に富む空間としている。

＜構造計画概要＞

構造種別鉄筋コンクリート造、

一部SRC造、PC造

構造形式X方向：純ラーメン構造

Y方向：耐震壁付ラーメン構造

基 礎 工 法：支持杭（鋼管杭）

免震の形式：1F床下を免震層とする基礎免震

最大スパン：14.4m

上部構造はX方向は純ラーメン構造となってい

る。スパンは両サイドで 3.6m、中央の 2構面は

3.6m×3の10.8mを基本としている。中央エントラ

ンス部は14.4mの変則スパンで上部は陸立ち柱を受

けている。このため3Fエントランス部はSRC構造

としている。また、3.6mピッチとなる東西面の柱

はPCaとしてシャープなファサードを実現し、扁平

な柱梁による格子状の架構は基本的に鉛直荷重を負

担し、中央2構面が地震力の大部分を負担している。

Y方向は7.7m、12.5m、11.5mの3スパンの構成と

なっており、12.5m、11.5mのスパンは現場緊張の

PC・PCa梁としている。両妻面および、1F～2Fは

中央エントランス部2構面にさらに耐震壁を配置

し、地震力のほとんどを耐震壁に負担させている。

＜免震層の概要＞

免震層の概要は以下の通りとなっている。

天然ゴム系積層ゴムφ800-1000 ………………14基

鉛プラグ入り積層ゴムφ800 ……………………8基

十字型直動転がり支承 ……………………………6基

オイルダンパー（1000kN） …………X,Y方向各4基

免震層のクリアランス…………………………650mm

固有周期はγ＝250％時に4.4秒と十分に長い周

期を確保している。また、減衰力はオイルダンパー

5免震建築紹介

外観パース

内観断面パース

架構平面図

架構立面図
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が7割程度、鉛プラグ入り積層ゴムが3割程度とオ

イルダンパーの割合が大きく、免震層の長周期化と

上部構造の応答加速度低減に寄与している。

＜時刻歴応答解析結果＞

時刻歴応答解析は、上部架構を1次元質点モデル

とし、免震層は各免震材料をモデル化している。

極めて稀に発生する地震動時にも、設計クライテ

リアに対して十分な性能を発揮しているといえる。

また、本建物は短辺方向に妻壁を有しているため、

建物4隅部で引抜き力の発生が課題になると考えら

れた。しかし、耐震要素が ］［ 状の形状となってい

ること、および低層部で中央部に2構面の耐震壁を

有することにより、変動軸力を分散して、免震装置

の引抜きを防いでいる。

3 電子・応物系実験研究棟
電子・応用物理実験研究棟は、主に電気・電子工

学・通信などの最先端の研究が行われている。旧実

験研究棟は1966年竣工の地上8階、延べ床面積約

9200m2の建物であった。東北地方太平洋沖地震にお

いては主要構造部に重大な損傷を受けたため、建て

替えを行うこととなった。

＜建物概要＞

建　　設　　地：仙台市荒巻字青葉

建　　築　　主：国立大学法人東北大学

建築・構造設計：（株）梓設計

：国立大学法人東北大学

設　備　設　計：（株）総合設備計画

：国立大学法人東北大学

主　　用　　途：実験・研究施設

建　築　面　積：2118.34m2

延 べ 床 面 積：10365.73m2

階　　　　　数：地上6階　塔屋1階

軒　　　　　高：25.727m

基 準 階 階 高：4.1m

＜建築計画概要＞

全体をシンプルな矩形の複廊下型の平面形とし

て、将来的な改編を容易にする計画としている。

1,2階を共通実験室、講義室及び、会議室、事務室

機能とし、3～6階に各研究室及び実験室の機能を

配置する計画としている。建物中央部に3階から6

階にわたり光庭をもうけ、採光および通風の効果を

高め環境の向上、省エネルギー化を図っている。さ

らに配管カバーと日射抑制を兼ねた有孔折板の縦ル

ーバーを設け、外観上のアクセントとしている。

既存の情報工学科実験研究棟と本棟を一体利用す

るため、4層の渡り廊下を計画した。

6 MENSHIN NO.80 2013.5

免震装置の配置

応答結果（極めて稀に発生する地震動時:標準状態）

加速度応答グラフ

層せん断力係数グラフ
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＜構造計画概要＞

構造種別鉄筋コンクリート造

構造形式X方向：ラーメン構造

Y方向：耐震壁付きラーメン構造

基 礎 工 法：支持杭（場所打ちコンクリート杭）

免震の形式：1F床下を免震層とする基礎免震

最大スパン：11.5m

構成スパンは、長辺方向が7.2m、短辺方向が9.0

～11.5m、階高は4.2～4.5mである。

構造種別は鉄筋コンクリート造、架構形式は長辺

方向は純ラーメン架構形式、短辺方向は耐震壁付ラ

ーメン架構形式である。

免震計画をシンプルに行うため、ロングスパンとな

り剛性が低くなると予想される短辺方向の外壁と階段

壁を有効に利用して耐震壁を配置する計画とした。

1Fでは、外壁側をピロティとし、耐震壁を抜く

ことにより、免震装置に発生する引抜を極力小さく

した。

西側に既存棟と本棟を接続する渡り廊下を有する

が、EXP.Jを配置し、構造的に分離する計画とした。

＜免震層の概要＞

免震層の概要は以下の通りとなっている。

天然ゴム系積層ゴム支承φ800～φ900 ………22基

錫プラグ入り積層ゴム支承φ800～φ900 ……18基

免震層のクリアランス…………………………600mm

7免震建築紹介

外観パース

内観パース

基準階架構平面図

1F階架構平面図

7通り架構立面図

免震装置配置

003-010建築紹介_東北大学.qxd  13.5.23 6:46 PM  ページ 7



免震装置は、天然ゴム系積層ゴム及び錫プラグ入

り積層ゴムで構成するシンプルな計画としている。

固有周期はγ＝250％時に3.65秒となっている。

＜時刻歴応答解析結果＞

時刻歴応答解析は、上部架構は1次元質点系等価

せん断モデルとし、免震装置は各免震材料をモデル

化している。極めて稀に発生する地震動時の設計ク

ライテリアに対して、十分な免震効果を得られてい

る結果となっている。

斜方向地震動時に4隅の柱に引抜が発生するた

め、浮き上り対策支承を用いて対処している。

5 人間・環境系実験研究棟
人間・環境系実験研究棟は、主に土木・建築工学

などの最先端の研究が行われている。旧実験研究棟

は1969年竣工（2000年耐震改修）の地上9階、延べ

床面積約7300m2の建物であった。東北地方太平洋

沖地震においては主要構造部に重大な損傷を受けた

ため、建て替えを行うこととなった。

＜建物概要＞

建　　設　　地：仙台市青葉区荒巻字青葉6－6

建　　築　　主：国立大学法人東北大学

建築・構造設計：（株）日本設計

：国立大学法人東北大学

設　備　設　計：（株）T・S・G

：国立大学法人東北大学

主　　用　　途：大学

建　築　面　積：2552.73m2

延 べ 床 面 積：7586.58m2

階　　　　　数：地上5階/地下0階/搭屋1階

軒　　　　　高：19.50m

基 準 階 階 高：3.80m

＜建築計画概要＞

建物は5階建てで1階が東西方向に80m、南北方

向に33.5mの長方形で2階以上はS字型の平面形状

となっている。建物の構成は1階が事務室、講義室、

2階が製図室、演習室で3～5階が研究室である。滞

在時間の長い研究室をS字状に配置することで採

光、通風、眺望に配慮した計画としている。

室内空間のフレキシビリティを確保するため、構

造体はアウトフレームとしている。2～5階はS字

の平面形状を連続したV字柱（トラス柱）により支

える一体的な構造計画とし、特徴的な立面を構成し

ている。
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浮き上り対策支承アンカーボルト詳細図

応答結果（極めて稀に発生する地震動：標準状態）

応答加速度グラフ

層せん断力係数グラフ
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＜構造計画概要＞

構造種別鉄骨鉄筋コンクリート造

一部鉄骨造、鉄筋コンクリート造

構造形式X方向：トラス柱付きラーメン構造

Y方向：トラス柱付きラーメン構造

基 礎 工 法：場所打ちコンクリート杭

免震の形式：1F床下を免震層とする基礎免震

最大スパン：13.4m

1階は、X方向8m、12m、Y方向6.7m、13.4mを

基本スパンとする純ラーメン架構である。2階以上

の架構は、2階床が下弦、R階床が上弦となる大き

なトラス架構となっており、1階柱頭からV字に2

本の柱（トラス柱）を構成する。3～5階の外周梁

は、トラス柱より内側にオフセットしており、トラ

ス柱が強調される外観を形成している。

トラス柱には大梁のオフセットと柱の傾斜により

捩れ応力が作用するため、コンクリート躯体部には

主に捩れ応力への抵抗を期待して、軸力・曲げ応力

等は鉄骨断面にて抵抗できるように部材設計を行っ

ている。3～5階床を支持する梁は鉄骨小梁として

外周SRC梁とはピン接合としている。

＜免震層の概要＞

免震層の概要は以下の通りとなっている。

天然ゴム系積層ゴムφ650,700 …………………8基

鉛プラグ入り積層ゴムφ650,700 ………………31基

十字型直動転がり支承 …………………………15基

オイルダンパー（1000kN） …………X,Y方向各4基

免震層のクリアランス…………………………500mm

本建物は柱軸力が比較的小さいため、小径の積層

ゴムと直動転がり支承により長周期化を図ってい

る。なお、小径の積層ゴムの場合は、水平変形能力

が小さくなるため、二次形状係数を5.0として個体

としての水平変形能力を確保するとともに、オイル

ダンパーを設置して、応答変形を抑制している。

固有周期はγ＝200％時に3.6秒となっている。

また、減衰力は鉛プラグ入り積層ゴムが65％程度、

オイルダンパーが35％程度となっている。

＜時刻歴応答解析結果＞

時刻歴応答解析は、平面形状および上部架構を考

慮して非剛床の3次元立体骨組モデルとし、免震層

についても各免震装置を個別にモデル化している。

9免震建築紹介

外観パース

構造概念図

免震装置の配置
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極めて稀に発生する地震動時にも、設計クライテ

リアに対して十分な性能を発揮しているといえる。

東北地方太平洋沖地震における強震記録について

は、二方向の地震動波形が得られているため、各記

録波形を対応する方向に同時に入力した検討も実施

した。最大方向の応答変位は21.2cmで、一方向入

力時の最大応答変位20.5cmに対して4％程度の増加

となっている。上部構造の応答層せん断力も若干増

加するが、設計クライテリアを満足していることを

確認した。

6 おわりに
震災から2年が経過した現在、ようやく復興に向

けての第一歩となる3系実験研究棟の工事が始まり

ました。工事が開始したばかりのため、計画に関す

るレポートとのみとなりましたが、今後もよりよい

建物とするべく努力していきたと考えております。

また、今後予定されている建物を含めて、同一敷

地内にこれほど多くの免震建物が計画されるのは初

めてのケースではないかと思われます。大きな地震

が起こる頻度が高い地域であることからも、各建物

における観測、記録の態勢を整えることによってさ

まざまな知見を得ることが出来ると思われます。こ

のために、関係各者様には是非ご協力を頂きたいと

考えております。
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また、設計におきまして、東北大学復興推進室、

東北大学施設部の皆様には多大なる助言・ご協力を
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応答結果（極めて稀に発生する地震動時：標準状態）

加速度応答グラフ

層せん断力係数グラフ

免震層の変形リサージュ
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11免震建築紹介

1 はじめに
東京・京橋は、明治から大正、昭和へと続く激動

の時代に、当社が約90年間、本社を構えていた場

所である。創業100年にあたる1903（明治36）年、

四代店主・清水満之助の時代に、日本橋本石町から

京橋に本店を移転した。以後、1991（平成3）年に

港区芝浦へ本社を移転したが、この度21年ぶりに

この地に戻る。

当社は非常時の事業継続機能（BCP）を確保した

上で平常時の節電・省エネ、つまりecoを実現する

「ecoBCP」というコンセプトを今の時代に求められ

る基本機能として提唱しており、新本社はこれを具

現化した最新モデルである。

2 プロジェクト概要
建物の建設は、東京都で14番目の都市再生特別

地区の認定を受けてスタートした。

輻射空調・タスクアンドアンビエント照明など最

新の設備を導入し、建物からの年間CO2排出量を

50％以上削減すること（2005年東京都内事務所ビル

平均比）を目標として設計をスタートし、運用初年

度は目標値を超えるカーボン▲62％を予定している。

その後更なる環境技術の最適制御を進め、2015年に

は▲70％、そして排出権プロジェクトで創出する

CO2クレジットにより、カーボン・ゼロを実現する

計画である。

更に、RC免震構造として大地震後にも本社機能

を維持するばかりでなく、建物に地域を守る防災拠

点としての機能を持たせ、災害発生時には中央区と

連携して帰宅困難者を支援する地域防災センターと

なるよう計画した。震災対策の拠点となるべく備蓄

品を含め災害に対する備えを充実させている。

所 在 地：東京都中央区京橋2-16-1

建 築 主：清水建設株式会社

設 　 計：清水建設株式会社一級建築士事務所

施 　 工：清水建設株式会社

敷 地 面 積：2,728m2

建 築 面 積：2,170m2

延 床 面 積：51,356m2

最 高 高 さ：106m

階 　 数：地下3階　地上22階　塔屋1階

構 　 造：鉄筋コンクリート造

（一部鉄骨造　免震構造）

工 　 期：2009年4月～2012年5月

CASBEE Sランク／LEED ゴールド認証

免 震 建 築 紹 介

清水建設新本社

中川　健太郎
清水建設

島崎　大
同

図1 建物外観
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3 建築計画
高さ100mを超す超高層オフィスにRC免震構造を

採用した。免震構造に外壁のPC（プレキャストコ

ンクリート）フレームと中心部のRCコアウォール

を組合せることにより、地域の防災拠点として大地

震後も建物の機能が維持できる優れた耐震性能を備

えるとともに、基準階執務スペースに柱型の一切出

ない空間（＝コラムレスオフィス）を実現して、窓

廻りの有効活用スペースを向上させた（図2）。

建物の外周を覆うフレームはアルミキャスト（ア

ルミの鋳物）の中にコンクリートを打設して一体化

した3.2m×4.2mのPCパネルを工場製作し、現場で

石垣のように組み上げた構造体である。外観のアル

ミキャストのザラリとした肌、どんよりとゆらぐ表

面、地層のように積層する風合いなどは、アルミが

液体から固体に変わる瞬間に現れるものであり、新

しさの中に品格があり、落ち着いていてそこにずっ

とあるイメージが表現されると同時に高い耐久性・

メンテナンス性を実現する。

また、奥行約90cmの彫りの深いPCは窓ガラスに

深い陰影を落とし、外部負荷を50％削減する効果

がある。開口部の一部には太陽光パネルが約2,000m2

組み込まれており、この太陽光パネルの発電でオフ

ィスの昼間の照明エネルギーを賄う計画である。

4 構造計画
4.1 上部架構

建築物の平面形は、短辺34.2m×長辺63mの整形

な平面形状であり、基準階は中央コア部を囲うよう

に配置されたコアウォールを芯とし、外周のPCフ

レームを殻として、建物を内と外から支える計画で

ある（図3・図4）。

建物の外周に配置された鉄筋コンクリート架構は

構造体と外装材の機能を一体化したPCフレームに

より形成されている。通常、構造体PCは柱部材・

梁部材に分割されて計画されるが、本建物では窓ガ

ラス・太陽光パネルを囲んだ3.2m×4.2mの田の字

型のパネル形状とした。これは、窓ガラス・太陽光

パネルをガスケット・サッシュによりPCに固定し、

PCそのものはモノコックなアルミキャストにて覆

うことにより、構造性能の確保と同時に外装材とし

ての耐久性向上を目指した結果である。このPCパ

ネルを基準階で58枚、建物全体で1426枚配置して

外周フレームを構成している。

構造上はこのPCパネルの中央がフルPC柱であ

り、その両側がハーフPCである。ハーフPC部分は

現場打ちコンクリートにて隣接するパネルを一体化

する構造柱となり、PC建方完了時にはフルPC柱と

ハーフPC柱とが1.6m間隔で並ぶ架構が出来上が

る。コンクリート強度はFc＝80～48N/mm2とし、

柱・梁主筋は全てSD490としD19～D35を用いている。

中央部のコアウォールは地下1階～21階までのエ

レベータ・階段室・設備シャフト等を囲むように厚

さ700mmの鉄筋コンクリート造の壁を日の字型に

配置されており、建物の「芯棒」として地震時の水

平せん断力の約7～8割を負担し、建物全体に十分
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図2 基準階コラムレスオフィス 図4 基準階架構イメージ

図3 構造アクソメ
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な耐力と剛性を確保する役割を担っている。

コアウォールの低層部エントランスに面する一面

はFc＝60N/mm2の高強度コンクリートを本ざね型

枠を用いた化粧打放しとして仕上げ、建設会社の顔

として一般の来訪者に公開する計画とした。

コアが偏心しているため、外周全周を構造体の

PCパネルで囲うことは避け、コアウォール裏側（ト

イレ部分）のみは地震力を負担しない鉄骨架構＋外

装仕上げPCカーテンウォールを採用している。

床スラブを支える梁は地震力を負担しない両端ピ

ン接合の鉄骨梁である。これを利用して建物外周部

で梁端ハンチにより天井を外壁側へ斜めに折り上

げ、太陽光を効率的に室内へ取り込めるよう配慮す

るとともにペリメーター部の輻射空調性能の向上を

実現している。また、執務スペース隅角部には、床

振動対策として回転慣性質量ダンパーによる制振シ

ステムを採用した。

外壁のPCフレームは2階床レベルにてプレスト

レスを導入した大梁により一旦支えられたのち、1

階ピロティ部分で集約された柱へ荷重が流れ、さら

に地下1階床下に配置される免震装置へと荷重が集

約されていく。

4.2 免震構造

本建物は免震層が地下1階と地下2階の間に配置

された中間階免震構造である。

免震装置には2次形状係数S2＝5タイプの鉛プラ

グ入り積層ゴム支承および天然ゴム系積層ゴム支承

を計42台採用した。一般部は丸型の積層ゴム支承

としたが、建物正面の昭和通り側には隣地境界に接

する部分の免震クリアランスを最大限確保するた

め、省スペース化の目的で角形の積層ゴム支承を併

用した（図5）。

コアウォール隅角部には免震装置を2台並列配置

するほか（図6）、外周部の1階柱を建物隅角部から

離して配置することで、地震時に作用する変動軸力

を極力低減させて積層ゴム支承ですべての荷重を支

持する計画とした。

長期の平均面圧は13.8N/mm2であり、極めて稀に

発生する地震時の等価剛性による1次固有周期は約

5.4秒である。さらに、オイルダンパーをX方向6

台・Y方向に4台配置し、実施設計当時に対策の必

要性がうたわれるようになってきた長周期地震動に

も対応できる十分な減衰性能を持たせている。なお、

免震クリアランスは600mmとしている。

4.3 地下・基礎構造

地下部はRC耐震壁付ラーメン構造である。この

うち、免震層下部の地下3階・地下2階の柱をPC柱

とし、マットスラブ基礎を施工した後に柱のみを先

行施工して免震層から上の階と地下階との同時施工

が可能となる計画とした。

基礎はT.P.－21m以深のシルト質細砂層（江戸川

層）を支持層としたマットスラブ直接基礎として計

画した。地盤の長期許容支持力は平板載荷試験結果

から800kN/m2とした。

5 耐震設計概要
本建物の稀に発生する地震動（レベル1地震動）

および極めて稀に発生する地震動（レベル2地震動）

に対する耐震性能目標を表1に示す。

設計用入力地震動は、告示波3波・観測波3波・

サイト波とし、想定以上の地震動に対する更なる安

全性を確保するため、余裕度検討レベルとして告示

13免震建築紹介

図5 免震装置配置図 図6 コアウォール下部の免震装置
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波の1.5倍の入力を想定し、これに対しても上部架

構の層間変形が1/200以下であり、かつ免震層水平

変位が免震クリアランス（600mm）以下となること

を確認した。

地震応答解析に用いた解析モデルは地下3階基礎

位置を固定とした27質点系の曲げせん断型のバネ

―マスモデルとし、免震層には免震装置のスウェ

イ・ロッキングバネを考慮している。

振動系の内部減衰は、免震層上部構造と下部構造

の各々の1次固有周期に対する初期剛性比例型とし

て与え、免震層上下とも減衰定数2％とした。

これと並行して立体骨組弾塑性モデルを用いた応

答解析も実施し、質点系モデルの地震応答の妥当性

を確認するほか、捩れ応答・45°方向入力に対する

検討を行った。

上部建物はコアが東面に寄っている影響で偏心が

生じるが、積層ゴム・鉛プラグの剛性を調整するこ

とで、免震層位置での偏心がほぼ無くなるよう計画

されている。この結果、建物の1次モードはX・Y

方向とも免震層の並進モードであり、1次固有周期

はレベル2地震動時にX方向：5.2秒、Y方向：5.4

秒、レベル1地震動時にX方向：4.7秒、Y方向：

4.8秒である。なお、免震層固定時の上部建物の1次

固有周期はX方向：1.3秒、Y方向：1.8秒であり、

コアウォールにより上部架構に高い剛性が付与され

ていることが分かる。

図7にレベル2地震動に対する応答解析結果を示

す。コアウォール＋外周PCフレームによる高剛性

の上部構造が超高層ながら剛体的挙動を示すため、

各階の応答加速度は免震層直上階から最上階までほ

とんど変化がなく、高い免震効果が得られることが

確認できる。レベル2地震動を包絡するように決定

した設計用層せん断力は免震層で0.075である。

レベル2地震時には、免震層では地震入力エネル

ギーの概ね75％を鉛プラグの塑性ひずみエネルギ

ーにて、約20％をオイルダンパーの減衰力による

エネルギーにて吸収する計画である。

6 おわりに
次世代に相応しい省エネと快適性を両立し、地球

環境に配慮した災害に強い建物を実現すべくスター

トした本プロジェクトは、途中東日本大震災による

資材調達難などに遭遇しながらも2012年5月に無事

竣工した。ここに改めて、関係者の方々に感謝申し

上げます。
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表1 耐震性能目標

図7 レベル2地震動に対する応答解析結果
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15免震建築紹介

1 はじめに
本建物は、御殿山地区に計画された事務所・共同

住宅等の開発プロジェクトの1棟で、オフィスビル

である。敷地面積約28,000m2という大規模開発であ

りながらヒューマンスケールな親しみやすい街並み

を創造するため、邸宅街の緑豊かな周辺環境・近隣

街並みとの調和を基本コンセプトとしている。約

180mに及ぶロングファサードを分節化し、スカイ

ラインを統一し、コリドールを連続させることでヒ

ューマンスケールの邸宅のようなオフィスを目指し

ている。ここでは本建物の構造計画および免震計画

について紹介する。

2 建物概要
本建物は、地上9階のテナントオフィスビルであ

り、B1階が駐車場、1階が店舗、2～9階が事務所と

なっている。基準階平面は、187.2m×50.4m、1フ

ロア2500坪を超える床面積があり長大な平面形状を

持つ。居室内をフレキシブルな空間をとするためロ

ングスパン18m×176mの連続する空間を構成し最大

8つのテナント区画が可能である。超高層オフィス

ビルにおけるテナントの各フロアの分散化を避け、

1フロアに集約化が可能となり、スペース効率を高

めた新しいオフィス空間の方向性を提案している。

建　物　名　称：ガーデンシティ品川御殿山

建　　設　　地：東京都品川区北品川6丁目

建　　築　　主：積水ハウス株式会社

基本設計・監修：株式会社日建設計

実施設計・監理：大成建設株式会社一級建築士事務所

施　　工　　者：大成建設株式会社東京支店

用　　　　　途：事務所、店舗、駐車場

建　物　規　模：地上9階、地下1階

最　高　高　さ：36.05m（平均地盤面より）

建　築　面　積：9,159.3m2

延　床　面　積：63,979.4m2

施　工　期　間：2009年3月～2011年2月

3 構造計画概要
大地震後においても構造体の安全性を確保し、建

物機能を維持するため免震構造（B1階柱頭）を採

用している。上部構造は、主体構造を純ラーメン

RC造（一部鉄骨造）としている。耐震間柱を配し

た外周フレームおよび短辺方向のコア部フレームを

主な耐震要素とすることにより建物全体の剛性を確

保し、居室内部空間の自由度を高めている。18mロ

ングスパン部は、端部 RC 造・中央部 S造の梁

（C.S.Beam構法）を採用することにより軽量化と居

住性を確保している。

工法計画として基準階となる3階以上においてプ

レキャスト工法により施工の合理化を図っている。

特に外周梁では、石先付けのフルPCa工法を採用し、

免 震 建 築 紹 介

ガーデンシティ品川御殿山

白沢　吉衛
日建設計

関　清豪
大成建設

有山　伸之
同

菅野　貴孔
同

写真1 建物外観
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ファサードの美観・品質確保を図っている。

下部構造は、RC造の片持ち柱形式としている。

敷地の最大高低差が約13.5mあるため一部非常に高

い免震擁壁（約16m）が必要となり、SMW芯材を

本設利用する合成壁（t＝1900）を採用することに

より近接する隣地境界においても免震クリアランス
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図1 南側立面図

図2 基準階伏図

図3 断面図 図4 構造計画の概要

図5 基準階伏図
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ねじれ振動の検討および位相差入力の検討を行って

いる。位相差による影響は、建物端部においてレベ

ル2時の最大応答変位差が3.2cm程度であり、免震

支承の許容変形以内であることを確認している。

6 免震床躯体の乾燥収縮対応
本建物は、平面形状が長大であり、免震床躯体の

乾燥収縮による免震装置の初期水平変位の影響が大

きいため膨張コンクリートを採用した。図8に水平

変位測定点を示す。膨張材無しの場合、PC規準に

より算出した建物端部の最大水平変位予測値が

30mm程度に対して、膨張材有りの実測値では、最

大で端部④位置における14mm程度となり、1/2程

度の収縮低減効果を確認した。図9に温度補正後の

躯体の長さ変化率を示す。1年後の乾燥収縮歪は、

③④区間長さにおいて180μ程度で収束傾向である

ことを確認している2）。免震装置の初期変形量は、

躯体の乾燥収縮だけでなく温度歪によっても影響が

大きいことに留意する必要がある。

17免震建築紹介

表1 目標耐震性能
を確保している。基礎は、マットスラブ形式（一部

基礎梁）とし、杭は、土圧および水圧による引抜き

抵抗を確保するため場所打ち杭を採用している。杭

配置は、長期偏土圧による水平力の負担バランスを

考慮した配置としている。

4 免震層の設計
本建物では、敷地高低差があるためB1階柱頭免

震を採用することにより免震装置の設置レベルの統

一化、かつ基礎掘削量の削減を図っている。免震装

置は鉛プラグ入り積層ゴム支承（以下、LRB）を採

用し、一部に弾性すべり支承を用いている。図6に

免震装置の配置図を示す。LRBはスペースを効率化

するため角型とし、支承径□-700～1000を重量バ

ランスに合せて配置した。免震層の偏心率は3％程

度となっている。免震層の弾性固有周期を1.26秒、

降伏後の接線剛性に対する周期を4.53秒としてい

る。LRBの鉛降伏荷重は、極めて稀に発生する風荷

重時を上回るように決定し、降伏せん断力係数

3.2％としている。免震擁壁とのクリアランスは最

大応答変位（余裕度検討時）を考慮し、550mmと

設定した。表1に目標耐震性能を示す。

5 地震応答解析結果
図7にレベル2時の免震装置のばらつきを考慮し

た応答解析結果の代表例を示す。観測波3波と告示

波4波について地震応答解析を行い、各最大応答値

が目標耐震性能を満足することを確認した。免震層

の変形量は40cm以下、層間変形角は概ね1/300以下

となっている。上記検討に加えて、上下動の検討、

図6 免震装置配置図
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7 石先付けPCa梁の加力実験
本建物の外周梁には、石先付けフルPCa梁を採用

している。PCカーテンウォールのような非構造部

材とは異なり、構造部材に石を先付けする場合、地

震時のフレーム変形による石材の変形追従性が問題

となる。そこで柱梁接合部の実大試験体を製作し、

載荷加力試験を行った。試験結果より、部材変形角

1/300に対して石材には微細なひび割れが一部発生

するが、除荷後は目視確認できない程度の軽微なも

のであること、1/100に対して石材が脱落しないこ

とを確認した1）。

8 おわりに
本建物では、竣工直後の2011年3月11日に東北

地方太平洋沖地震が発生し、震度5弱相当の揺れを

受けたが、構造体および外装材には全く損傷がなか

った。最後に本プロジェクト関係者の皆様方には多

大なるご指導ご鞭撻を頂き、心より深くお礼申し上

げます。

参考文献

1）稲田博文他：石先付けプレキャスト梁の加力実験　日本建築学会大

会学術梗概集、pp.1041～1042、2010

2）中村俊之他：膨張コンクリートによる免震上部構造の乾燥収縮低減

効果　日本建築学会大会学術梗概集、pp.853～854、2011

18 MENSHIN NO.80 2013.5

図7 地震応答解析結果（レベル2 短辺方向　変動考慮）

図8 水平変位計測点（1階床梁伏図）

写真2 石先付けPCa梁の実大試験状況

図9 免震直上躯体の長さ変化率（温度補正あり）

図10 PCa 梁の荷重-変位関係
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2 建物概要
本建物の敷地はJR線路敷に面した開放感の高い

角地となっており、本社ビルとしてのシンボリック

な外観を形成するため、北・西・南の3面が透明感

の高いガラスファサードにて構成されています。ビ

ジョン部にはLow－Eペアガラスを採用し、熱負荷

への対応を行っているそうです。特に負荷の厳しい

西面についてはダブルスキン構成としたユニットカ

ーテンウォールとすることで、立地環境に呼応した

眺望を確保しつつ、より高い省エネ性能をもつ環境

配慮設計が行われています。

上記と合わせ、自然換気機構の採用や太陽光発電

の採用、照明のLED化等を行うことで、本建物は

CASBEE（建築環境総合性能評価システム）におけ

るSクラスの第三者認証を取得しているそうです。

1 はじめに
今回は、2013年7月の竣工を目指して建設中の

「正栄食品工業新本社ビル」を訪問致しました。正

栄食品工業さんは、食品専門商社として、食材の輸

出入、生産、流通・販売という3つの柱を軸にして

事業展開されている会社で、当新本社ビルは、JR

秋葉原駅より北の方向へ徒歩約7分という利便性が

高い場所に位置しています。今回の訪問で久しぶり

にJR秋葉原駅周辺へ足を運んだのですが、この辺

りは、つくばエクスプレスの開業前後より高層ビル

の建設が進んでおり、今では街の雰囲気がすっかり

様変わりしていました。

訪問当日は少し肌寒い風が吹いていましたが、気

持ちよく晴れた心地良い春の日にお伺いさせて頂

き、鹿島建設建築設計本部の久保田聡様、齋藤一様、

斎藤忠幸様、現場所長の長井勉様に御案内して頂き

ました。

（仮称）正栄食品工業本社
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加藤 巨邦
出版部会

小山 実
大成建設

図1 建物外観パース（完成時）
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以下に本建物の概要を示します。

【建物概要】

建　設　地：東京都台東区秋葉原96番1

主 要 用 途：事務所

設計・監理：鹿島建設（株） 建築設計本部

施　　　工：鹿島建設（株） 東京建築支店

敷 地 面 積：826.00m2

建 築 面 積：599.41m2

延 べ 面 積：5,335.31m2

階　　　数：地下－階、地上9階、塔屋1階

最 高 高 さ：45.845m

基 準 階 高：4.1m

天　井　高：2.8m（基準階事務室）

3 構造概要
御説明頂いた資料によると、本免震建物の地震時

応答性状は、上部構造の上層部においても増幅が少

なく、建物全体に免震効果が十分に発揮されている

ようでした。理由としては、本建物の敷地は地盤が

良く、また、直接基礎としているためではないかと

思われます。

以下に本建物の構造概要と構造設計概要を示します。

【構造概要】

構造種別：上部架構がS造（梁：S、柱：CFT）の

免震構造

※地下1階の柱からCFT柱とし、地上部は純ラー

メン架構、地下1階の駐車場部分はブレースを

配置して剛性を高めている。

基礎形状：直接基礎

※GL－6m以深の細砂層を支持地盤とする。

大梁端部：鹿島式梁端補強工法の採用

※本工法は、H形鋼梁の上下フランジ両サイドに

補強リブを取り付けて全断面を有効とする工法。

免震部材：鉛プラグ挿入型積層ゴム支承

※800φ：1台、850φ：5台、900φ：4台、

1000φ：2台　合計：12台

【構造設計概要】

時刻歴応答解析モデル：

・上部構造：部材レベルでモデル化した立体解析モ

デル、柱梁接合部にパネルを設置
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図3 基準階伏図

図4 免震層伏図

図2 断面図
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・免震層：水平方向　修正HDモデルのせん断ば

ね、鉛直方向　弾性の軸方向ばね

・地盤ばね、地盤減衰：線形スウェイ－ロッキング

ばね、線形ダッシュポット、地盤ばね上部は剛体

固有周期：

・基礎固定時：1.846秒（Y＋捩れ）、1.680秒（X）

・免震部材（積層ゴム支承）100％ひずみ時：3.73秒

構造設計における入力地震動：

・性能評価審査時（大臣認定時）の入力地震動は、

標準観測3波と告示3波（八戸、神戸、乱数位相）

を用いた。

・但し、施主様からの要望もあり、別途に、兵庫県

南部地震の観測波と、東北地方太平洋沖地震の観

測波を用いた振動解析も行い、耐震性能の確認を

行っている。

レベル2地震動における応答結果：

・応答変位：免震層の最大値で30cm弱程度

・応答加速度：B1 階から 9 階までの全ての階で

200gal以下

・応答層間変形角：B1階から9階までの全ての階

で1／200以下

・部材応力度：B1階から9階までの全ての部材で

短期許容応力度以下

4 訪問記
はじめに、現場事務所において、当新本社ビルの

設計・施工に関する内容について、ご用意頂いた資

料と写真を元にして御説明頂きました。その後、建

設現場へ移動して、地下の免震層から順次上階へと

御案内して頂きました。以下に、訪問中の談義の一

部をご紹介致します。

1）免震建築で設計を行うことになった経緯について

昭和46年に竣工した旧本社ビルは、老朽化が進

んでいる事に加え、業務拡大に伴い執務スペースが

手狭になった事から、本社ビルの建て替えが計画さ

れたそうです。その際、施主様から、社員の安全確

保や本社機能の維持のために、“より高い耐震性能

を有する建物の設計を行って欲しい”との要望があ

り、当初は、建築基準法に則った通常の耐震性能に

割り増し係数を掛けた“高耐震構造”で計画を進め

ていたそうです。しかし、その計画の最中に、ニュ

ージーランドのカンタベリーで地震が発生したため

（2011年2月22日発生）、その状況を受けて耐震性能
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図5 スパン方向軸組図（A通り）

図6 桁方向軸組図（1通り）

写真1 設備配管の取付状況
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の見直しを行い、より耐震性能が高い“制震構造”

で計画を立て直したそうです。しかし更に、2011年

3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生したため、

耐震性能の再度の見直しを行い、社員の安全を第一

に考え、その結果、更に耐震性能が高い“免震構造”

を採用することに決定されたそうです。方針が決定

した後は、当初の設計の遅れを取り戻すかのように、

免震構造での設計が一気に進んだようでした。

2）基礎免震になった経緯について

免震計画の初期段階では、地下1階と1階の間に

免震装置を設ける中間階免震の考えも出たそうです

が、“地下駐車場の社用車も含めて、全ての社有財

産を大地震から守りたい。”との施主様からの要望

もあり、最終的には、地下1階下に免震装置を設け

る基礎免震になったとのことでした。

3）1階レベルの免震建物可動部分の処置について

エントランスホールと駐車場の出入口を除いて

は、建物の周囲をGLより400mm下げて、グリーン

ベルトで覆うことにしたそうです。地震時に上部構

造が水平移動した際には、建物の躯体が植栽を少し

押し潰す事になりますが、建物の動き代部分に、将

来的に何か物が置かれるとか、人が進入するとかの

状態を作らないことを目的に、このような対処方法

を採用したとのことでした。

4）既存土圧壁の利用について

地下部分の解体に際しては全てを壊さずに、既存

の土圧壁の一部を、新設の山留に利用する施工を行

ったそうです。また、SMWの土圧壁部分について

も敷地の有効利用等を考慮し、構造体の一部に利用

したそうです。

5）免震層のクリアランスについて

動き代部分のクリアランス寸法については、構造

設計上必要な値を450mmとし、現場では施工上の

誤差等も考慮して設計クリアランスを480mmと設

定して施工を進めているそうです。クリアランス寸

法は、地下部分を施工した後に実測して、設定値の

480mmを確保できていることを確認しているとの

ことでした。
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写真3 免震層の施工状況

写真4 免震基礎の施工状況

写真2 免震層の状況
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尚、本建物は都心部での建設のため、敷地をいっ

ぱいに使っており、且つ、地下1階下に免震部材を

設置する基礎免震としているので、免震層の動き代

部分を考慮しながら設備配管等を引き込まなければ

ならなかった地下部分においては、取り合いに苦労

されたようでした。（写真1参照）

6）耐圧盤のマットスラブについて

外周部にはフラットビーム（梁せい：1200mm）

を配置して、中央部のフラットスラブ部分は、スラ

ブの天端を梁天端よりも400mm下げて配置したそ

うです（梁の下端とスラブの下端は一致している）。

施工上は、スラブの天端を下げたことにより、型枠

工事が入って一手間増えたそうです。しかし、免震

層においては、将来にわたって、免震部材や設備配

管等の維持管理点検業務を行う必要があるため、そ

の作業を行う上では、このレベル差は大変有用であ

ると思われました。（写真2参照）

7）災害時の帰宅困難者の対策について

災害時に帰宅困難者が発生した場合には、当新本

社ビルに勤務している全社員の約6割程度の社員

が、約3日間（72時間程度）滞在可能であるように、

オイルタンクの容量を設定し、各部署へは飲料水や

食品等を備蓄する予定とのことでした。現段階では、

基本的に社員を対象にしているとのことでしたが、

実際の災害発生時には周辺の状況を含めて社会的な

配慮についても考慮しているとのことでした。

8）免震建築物であることの明示について

本建物が免震建築物であることを対外的に示す表

示等は、設置義務以上については具体的な検討を行

っていないそうですが、今後施主様との間で検討を

行うべきか調整される予定とのことでした。

また、免震部材の取付時の状況等に関しても、写

真を元にご説明頂きました。（写真3～写真5）

5 おわりに
JR線の車窓からも見ることが出来る当新本社ビ

ルは、地上9階建ではありますが、縦のラインと横

のラインが調和された素敵なファサードとなってい

ました。

23

免 震 建 築 訪 問 記 ― 83

写真6 地下1階での説明の様子

写真5 免震積層ゴムの設置状況

写真7 集合写真
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当ビルのオーナーである正栄食品工業さんは、緊

急事態の発生に備えて独自のBCP（事業継続計画）

を新本社運用に合わせて策定検討中だそうです。今

回、当ビルに免震構造を採用されたことにより、

BCPは確実に実行されて行くのではないかと思われ

ました。また、通常の耐震建物よりも免震建物は、

上部構造の層間変形角や応答加速度が低減されるた

め、免震構造は、環境品質と環境負荷低減を推進し

ている装置や機器類の耐用性向上にも寄与している

ものと思われます。このことからも、今回の免震構

造の採用は、CASBEEの継続に対しても一助となる

のではないかと思われました。

最後になりましたが、お忙しい中、貴重なお話を

お聞かせ頂きました関係者の方々に、厚く御礼申し

上げます。
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写真8 訪問時の建物外観
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25東北地方太平洋沖地震関連

1 はじめに
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

における89棟の免震建物観測記録について、

「MENSHIN NO.73（2011.8）1）」にて「東北地方太

平洋沖地震における免震構造の観測記録と居住者の

アンケート調査及び応急点検」と題して報告した。

今回はその続編として、東北地方太平洋沖地震の観

測波の特性分析とその考察を述べる。観測波の中に

は第3種地盤に位置する免震建物のGL-50mの工学的

基盤の加速度波形が収録されている。これらの工学

的基盤および地表面における観測波より、地表面の

極めて稀に発生する設計用入力地震動およびそれに

よる免震建物の応答を予測する。

2 建物概要・地震計測概要
表1に建物概要と地盤特性及び地震観測記録が得

られた地震計設置個所を示す。各建物が建設された

地盤の種別は、免震建物A、Cが第3種、免震建物D

が第2種、免震建物Eは第1種地盤である。免震装置

は、天然ゴム系積層ゴム若しくは鉛入り積層ゴムと

すべり支承との組み合わせとなっている。

地震計は、サーボ型加速度計で、各設置個所の3

方向成分を時間刻み0.01秒で計測している。地震計

の設置個所は、免震ピット部の免震装置用基礎付近

と1階床上の柱近傍とし、免震建物Aでは、地表面

と地中（GL-50m）にも追加している。地中（GL-

50m）の孔中加速度計は、同敷地に設置してある井

戸（写真1）のポンプ部分中に入っている塩ビパイ

プ管内に設置している。

3 地質概要及び地盤解析モデル
揺れが特に大きかった免震建物Aが建つ東京都江

戸川区の地質概要について述べる。GL-43.4m付近

に出現する埋没段丘歴層以浅は、N値0～13の非常

に柔らかい地層で、以深はN値50以上を示し、非常

に密に締まっている。表2にPS検層結果及び物性値

を示す。S波速度は、GL-43.4mを境に210m/s以下と

380m/s以上になっており、この地盤が極端な2層構

造であることが分かる。今回は、GL-49.5mを工学

的地盤と想定した。GL-50m付近の工学的基盤の観

測記録を地盤解析モデルのGL-49.5mレベルに入力

2011年東北地方太平洋沖地震における免震建物の地震観測波分析と
それに基づく強震動予測及び免震建物の応答予測

東 北 地 方 太 平 洋 沖 地 震 関 連

古澤 健
スターツCAM

酒井 和成
同

中西 力
同

鈴木 利哉
同

千田 卓
同

表1 建物概要および地震計設置箇所

表2 PS検層結果一覧

写真1 地中加速度計を設置している井戸
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し、その応答解析結果と同建設地の表層地盤面の観

測記録と比較することによる地盤解析モデルの妥当

性の検証を行う。1m毎にバネを設置した地盤の地

震応答解析を等価線形化法により行った。

4 観測記録と地盤の地震応答解析
免震建物A敷地にて、南北NS・上下UD方向の計2

成分の加速度観測記録において、工学的基盤の時刻

歴を図1に、地表面（免震地下ピット床）の時刻歴

を図2に示す。工学的基盤・地表面とも、100秒近傍

でピーク値となり、最大加速度は、工学的基盤が

NS方向59.9cm/s2、UD方向44.1cm/s2、地表面がNS方

向119cm/s2、UD方向63.9cm/s2である。工学的基盤か

ら地表面までの加速度増幅率は、水平方向が1.75～

2.05であった。地表面の観測記録と比較するため、

Vs＝400m/sのGL-49.5m以深を工学的基盤と仮定し、

図1の加速度波形を入力波とした地盤の地震応答解

析を行った。図3に地表面解析結果2方向の加速度時

刻歴を示す。最大加速度は、NS方向123cm/s2、UD

方向139cm/s2であり、水平方向で観測値に近い値と

なったが、上下方向では、観測値の2倍以上となっ

た。図4に2方向それぞれについて、図1、図2、図3

に示す加速度波形の応答スペクトルを示す。

解析値の地表面応答スペクトルは、水平方向が固

有周期1.0sec以上で、上下方向が固有周期0.5sec以上

で観測値と近い値を示しているが、周期0.1～0.5sec

程度において、水平方向が小さめに、上下方向が大

きめの値となっている。これは、短周期成分に対す

る減衰定数の設定に起因するものと考えられるが、

固有周期が0.5secを大きく上回る免震建物の設計用

入力地震動としては、おおむね妥当であることが分

かる。
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図2 加速度時刻歴（地表面観測値）

図1 加速度時刻歴（工学的基盤観測値）

図4（b） 応答スペクトル（h=0.05、UD方向）

図4（a） 応答スペクトル（h=0.05、NS方向）

図3 加速度時刻歴（地表面解析値）
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5 各建設地の地盤と免震層変位
関東一都三県に建設された免震建物について、図

5に各建設地の地盤種別図を、図6に各建設地の地盤

卓越周期と東北地方太平洋沖地震時の免震建物けが

き記録による免震層最大変位の関係を示す。特異点

の影響を加味しないための術として、最大最小各3

点を削除し、また地盤卓越周期の不明なものを除き、

標本数は、n＝46である。

各建設地における計測震度、各免震建物の上部構

造質量・免震層の剛性・その他の影響を考慮してい

ないため、ばらつきは大きいが、免震層の最大変位

は、地盤卓越周期が長いほど大きくなる傾向が伺え、

式（1）の回帰式に相関性が認められることが分かる。

δmax＝52.2Tg0.530 （1）

δmax：免震層最大変位［mm］、Tg：地盤卓越周期［sec］

図中に式（1）と1.75の積および式（1）を1.75で

除した線を合わせて示す。免震層最大変位は、ほぼ

全ての点がこの範囲内となっており、誤差を含めて

予測できることが分かる。また、式（1）により、

第2種地盤（Tg＝0.20～0.75sec）でも22.3mm～

44.8mmと、地盤卓越周期により倍程度の値になる

と予測される。

6 設計用入力地震動の予測
地盤卓越周期は、第3種地盤の免震建物A敷地が

1.20sec程度、第2種地盤の免震建物D敷地が0.22sec、

第1種地盤の免震建物E敷地が0.17secとなっている。

図7に第3種地盤（免震建物A敷地）の工学的基盤

（GL-50m）で観測されたNS方向の観測波、同波を

100cm/sec相当に基準化した「観測増幅波」、および

同波の位相を用いた極めて稀に発生する「告示波観

測波位相」の速度応答スペクトルを示す。また参考

に、中央防災会議にて公開されている当該地におけ

る「東京湾北部地震NS」工学的基盤の速度応答ス

ペクトルを合わせて示す。

第3種地盤の工学的基盤における極めて稀に発生す

る設計用入力地震動は、上記3波を想定する。地盤の

地震応答解析は、入力レベルの大きさから非線形地

盤解析モデルとして地表面での地震動を予測する。

なお、この解析では液状化の影響を考慮してない。

図8に第3種地盤の地震応答解析による地表面で極

めて稀に発生する地震動の速度応答スペクトル、お

よび第3種地盤の地表面における免震建物設計用の

周期1～10secの目標スペクトルも合わせて示す。免

震建物に対する応答値は、告示波で最も大きな値と

なっている。

目標スペクトルは、地表面の各地震動、および図

9に示す日本免震構造協会にて提案されている第2種

地盤aおよび第1種地盤の表層地盤の増幅特性を考慮

した目標スペクトル2）を包絡する形状とした。図9

に第3種地盤の地表面における免震建物設計用の周

27東北地方太平洋沖地震関連

図5 けがき板設置各建設地の地盤種別図

図6 地盤卓越周期と免震層最大変位 図8 速度応答スペクトル予測第3種地盤：地表面

図7 速度応答スペクトル予測第3種地盤：工学的基盤
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期1～10sec目標スペクトルも合わせて示す。同様に

第2種地盤（免震建物D敷地：目標スペクトルが図

中に記載の日本免震構造協会にて提案されている第

2種地盤a（地盤卓越周期Tg＝0.20～0.35sec）に相当）

及び第1種地盤（免震建物E敷地）における極めて稀

に発生する設計用入力地震動（「観測増幅波」およ

び「告示波観測波位相」」の速度応答スペクトルを

算出した。

7 免震層最大変位の予測
各地盤種別の観測波の変位応答スペクトルと計測

値の比較、および観測値と告示波（観測波位相）の

変位応答スペクトルにより予測する。表3に各種地

盤に建設された免震建物について、免震層積層ゴム

のせん断ひずみγ＝0.5、γ＝1.0およびγ＝2.0にお

ける1次固有周期を示す。各免震建物の固有周期は、

地盤卓越周期の長い第3種地盤に建設された免震建

物Aで最も長く、免震層の変位が最も大きくなるこ

とが予測される。

図10～図12に各種別の地盤に建設された免震建物

について、免震ピットでの加速度観測波の減衰定数

毎における変位応答スペクトルを示す。図中には、

免震層のけがき記録（写真2）最大値（▲印）を合

わせて示している。けがき記録の固有周期は、設計

に用いた建物質量および観測値最大変位時の等価剛

性より決定した。

稀に発生する地震において、免震層の等価粘性減

衰定数は、第3種地盤が0.40程度、第2種地盤が0.20

程度、第1種地盤が0.35程度であり、おおむね設計

で想定している減衰性能を有していると予測され

る。

図13～図15に第3種・第2種・第1種地盤の各種別

の地盤に建設された免震建物について、免震層の変

位が最も大きくなると予測される告示波（観測波位

相）の地表面で極めて稀に発生する地震動の減衰定

数毎における変位応答スペクトルを示す。極めて稀

に発生する地震動に対する免震建物の固有周期は、
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図9 表層地盤の目標速度応答スペクトル（h=0.05、Z=1.0）
図10 観測波の変位応答スペクトルと観測値第3種地盤

図11 観測波の変位応答スペクトルと観測値第2種地盤

図12 観測波の変位応答スペクトルと観測値第1種地盤

表3 各免震建物の積層ゴムひずみ毎の固有周期

写真2 けがき板の計測軌跡
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第3種地盤の免震建物Aがγ＝1.5～2.0で1次固有周

期4.5～5.0sec程度、第2種地盤の免震建物Dがγ＝

1.0～1.5で1次固有周期3.0～3.2sec程度、第1種地盤

の免震建物Eがγ＝1.0相当の1次固有周期3.4sec程度

である。

第3種地盤の免震建物は、γ＝2.0においてh＝0.25

程度であり、500mmを超える変位が予測される。第

2種地盤および第1種地盤の免震建物は、固有周期

2sec以下で第2種地盤aの変位が大きくなるが、極め

て稀に発生する地震動に対する固有周期が3.0～

3.4sec程度、h＝0.30～0.35であり、免震層の変位が

共に200mm程度に収まると予測される。図16に、け

がき記録の最大値より予測した、関東地方における

免震建物の免震層想定変位図を示す。

免震層の最大変位は、地盤の良好な東京都西部お

よび中央部では、150～350mm程度に収まると予測

されるが、軟弱地盤の多い東京都23区東部（江戸川

区・江東区・足立区）において大きな値を示し、特

に大きな場所で450mmを超えると予測される。

8 まとめ
東北地方太平洋沖地震における工学的基盤等の観

測記録を用いて、地盤解析モデルの妥当性の検証を

行った。また、各種別の地盤に建設された免震建物

について、けがきおよび加速度観測記録を用いて、

極めて稀に発生する地表面の地震動とそれによる免

震建物の免震層の最大変位を予測した。

免震層の最大変位は、個々の建物の設計クライテ

リアにほぼ収まる結果となった。今後観測データが

採取される毎に、第3種地盤の設定目標スペクトル

を見直し精度を挙げていくこととする。また液状化

地盤についての応答予測は今後の課題として挙げ、

本稿を終える。

9 おわりに
今後もスターツグループの観測網を駆使し、観測

データを取り続け、技術的には設計へのフィードバ

ックや技術の公開を行い、またお客様への性能説明

に利用し、免震構造の理解と普及により一層努めて

いきたい。データ収集に協力いただいた建築主およ

び多くの関係者の皆様には、この誌面をお借りして

お礼申し上げます。

【参考文献】

1）酒井他, 「東北地方太平洋沖地震における免震構造の観測記録と居住

者のアンケート調査及び応急点検」、日本免震構造協会MENSHIN

NO.73（2011.8）、p.23～28

2）日本免震構造協会、免震建築物の耐震性能評価表示指針及び性能評

価例、2005.11、p.16
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図13 告示波（観測波位相）の応答スペクトル第3種地盤

図14 告示波（観測波位相）の応答スペクトル第2種地盤

図15 告示波（観測波位相）の応答スペクトル第1種地盤

図16 告示波（観測波位相）の免震層想定変位図
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技術委員会報告 ― 3

まず入力地震動小委員会の活動を簡単に紹介し

たい。本委員会は技術委員会設計小委員会のWGと

して1998年に発足し、最新の強震動研究の成果や

社会の動向を踏まえつつ、免震建築における合理

的な入力地震動について合意形成を目的として活

動を行っている。その成果は、2005年11月に刊行

した「免震建築物のための設計用入力地震動作成

ガイドライン」1）として結実している。その後、震

源断層を特定した地震の強震動予測手法（「レシ

ピ」）がほぼ実用の域に達し2）、国や自治体による

ハザード評価や地震被害想定で標準手法として使

用され、建築物の設計用地震動としても使用され

てきている3）。また長周期地震動に関して、国土交

通省が超高層建築物等に対する対策試案を公表し、

検討用の地震動を提示している4）。さらに、様々な

機関で活断層や地盤構造、強震波形記録が公表さ

れており、設計用地震動の策定の際、有用な情報

として利用可能になっている。一方、2011年には

M9という超巨大地震である東北地方太平洋沖地震

が発生し、多くの貴重な教訓が得られている。例

えば広大な震源断層において長周期と短周期の地

震動の発生域が異なると指摘されており、震源の

想定やモデル化が大きな課題となった。また地震

規模の割には地震動の破壊力はあまり強くはなく、

巨大地震は振幅よりも長い継続時間に大きく寄与

することも確認された。さらに首都圏で観測され

た長周期地震動の振幅レベルは、地震規模の割に

大きくはなく、これまで伊豆方面の地震で見られ

るような明瞭な卓越周期を持つ長周期地震動の増

幅効果は見られなかった。また東京湾岸地域では

厚い表層地盤により長周期地震動が著しく増幅さ

れることが確認され、さらに仙台市や大阪市では

明瞭な地盤の卓越周期が現れたサイトがあり、共

振した建物の被害例が報告されている。以上のよ

うに近年の地震では活断層や海溝型巨大地震など

震源特性や、地盤の増幅特性など「サイト特性」

による強震動特性に与える影響の重要性が再認識

されており、本委員会としても、得られた最新の

知見を鋭意収集している。

上記を背景に、本委員会では2013年度に「免震

建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライ

ン」の改訂版の発行を予定しており、2012年5月に

行った「第6回技術報告会」は、その中間報告と位

置づけ、報告を行った。ガイドラインの原稿は

2013年3月末時点でほぼまとまっており、図1と表1

は、それぞれ入力地震動策定のフローと、地震動

入力地震動小委員会

技術委員会・免震設計部会・入力地震動小委員会（平成25年4月現在）
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荻野　伸行 株式会社熊谷組

加地　孝敏 株式会社免震エンジニアリング

栗山　利男 株式会社構造計画研究所
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技術委員会報告 ― 3

作成手法の概要の案を示す。入力地震動策定のフ

ローは、「告示に基づく方法」と、「サイト特性を

考慮する方法」に分け、後者ではさらに「経験的

手法」と、「半経験的・理論的・ハイブリッド手法」

に分けている（表1を参照）。前回のガイドライン

と比べ、今回はサイト特性を考慮した地震動の作

成法と、その計算事例の紹介、さらには様々な機

関で公開されている地盤や強震記録のデータベー

スの紹介などを充実する予定である。免震構造は

非常に優れた耐震性能を有し、殆どの場合では告

示波などの一般的な入力地震動で対応可能である

が、震源（特に活断層）の近傍や長周期地震動が

卓越する地盤などは告示波のレベルを凌駕する可

能性があり、注意を払う必要がある。この場合、

サイト特性を考慮した地震動による検討が望まれ

ており、新ガイドラインでは、複雑な震源パラメ

ータや強震動計算法などを、できるだけ分かりや

すく記述するよう心がけている。新ガイドライン

は2013年度に様々な機会を通じて紹介する予定で

あるが、不明な点や気がついた点などがあれば、

遠慮なく意見を頂ければ幸いである。

図1 「免震建築物のための設計用入力地震動作成ガイドライン（2013年度版）」における入力地震動の策定フロー（案）
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耐風設計部会は2007年9月に発足し、「免震建築

物の耐風設計指針の作成」を主たる目的として活

動を進め、昨年9月に「免震建築物の耐風設計指針」

を刊行し、合わせて東京（9月）、大阪（10月）に

解説講習会を実施した。

これまでに、2009年5月技術報告会にて指針の骨

格と免震建物の風応答性状の検討などの活動成果

を報告した。さらに、2011年に本会会誌MENSHIN

（2011年2月号）で、「免震建築物の耐風設計指針

（案）」として指針の本文と本文を理解するために

必要と思われる解説を公開した。この時点では、

まだ設計に必要となる全てが解明されていたり、

情報が整ったりしていたわけではないが、指針案

の整備を通して、設計として許容できること、あ

るいは現在は見過ごされてしまっているが安全性

に影響しそうな事象などが明らかとなり、免震建

築物の耐風設計に早い段階で適用されることが望

ましい事項も含まれていると考え、「免震建築物の

耐風設計指針（案）」として紹介したものである。

しかし、2011年3月11日、東北地方太平洋沖地震に

より「東日本大震災」がもたらされた。本協会は

早速、応答制御建築物調査委員会を設置し、この

地震に対する免震・制振建築物の挙動について、

調査・解析・評価し、効果の確認と課題の抽出を

行なった。本部会では、これらの調査結果や報告

に中で、指針に盛り込むべき事項がないかの検討

を加えた。

本報では、「免震建築物の耐風設計指針」（以下

「本指針」）の本文を紹介するとともに、指針に掲

載した付録から、

「暴風の継続時間」

「暴風の累積作用時間の簡易評価方法」

「免震層の簡易風応答評価方法」

「免震層の風応答評価例」

の4題を紹介する。

Ⅰ．免震建築物の耐風設計指針・本文
以下に「免震建築物の耐風設計指針」本文を掲

載する。本文以外の解説にも免震建築物の耐風設

計を進めるうえで重要な事項を説明しているので、

実際に免震建築物の設計を行う際には参照して頂

きたい。

耐風設計部会活動報告

技術委員会・耐風設計部会（平成25年4月現在）

部会長 大熊　武司 神奈川大学

幹　事 竹中　康雄 鹿島建設株式会社

吉江　慶祐 株式会社日建設計

委　員 北村　春幸 東京理科大学

田村　和夫 千葉工業大学

松井　正宏 東京工芸大学

安井　八紀 株式会社泉創建エンジニアリング

（1）本指針は免震建築物（中間層免震構造、戸建て免震構
造を除く）の免震層の耐風設計に適用する。

（2）本指針は、対象とする免震建築物の免震部材の速度依
存性、振幅依存性、温度依存性及び風力の平均成分の
ような静的な外力によりクリープを生じる部材（以下、
クリープ性部材とする）を考慮した、地震時の応答特
性とは異なる免震建築物特有の風応答性状を実用的に
評価する方法を提示する。

1. 一般
1.1 適用範囲

（1）極めて稀な暴風時の安全性の確保を目的とする。
（2）風荷重に対する最大応答量だけでなく、長時間の繰返

しによる損傷の累積対する設計・検証方法を提示する。
（3）風荷重は建築基準法告示に準拠して設定することを原

則とする。
（4）免震層の挙動に注目し、はじめに免震層全体の応答を

予測し、次に予測された免震層の応答挙動に対して各
免震部材の安全性の検証を行うことを基本とする。

1.2 指針策定の基本方針
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（5）風荷重に対する免震層の応答レベル（静的な力の釣り
合いから求まる最大応答値）を3段階に分け、それぞ
れのレベルについて検証すべき事項を示す。

（1）免震建築物では同規模の一般建築物に比べ、風直交方
向・捩れ振動の影響を受けやすくなるので、慎重に風
荷重の設定を行わなくてはならない。また、アスペク
ト比（、H：建物高さ、B：建物の見付け幅、D：建物
の奥行き長さ）が3以上となる場合は、風荷重の組合
せ（風方向・風直交方向・捩れ）を考慮する。

（2）免震部材の安全性評価は、免震部材の適切な繰返し加
振実験、もしくはそれに基づく評価方法によって行う。

（3）長期荷重を支持する積層ゴムや滑り支承などの免震支
承は交換が不要となるように、極めて稀な暴風の作用
後も免震支承の性能の変化・劣化を小さく留めること
を原則とする。

（4）ストッパーや風トリガー（鋼製のシアキーやロック機
能付きオイルダンパなどで、強風時に免震層の変形を
抑制し、免震部材の過大な水平変形や残留変形、損傷
を防止するための機構）を採用する場合には、これら
の機構が所定の性能を有しているかの検証が必要であ
る。また、これらの機構が不作動あるいは誤作動した
ときの強風に対する最低限の安全性が保証されなけれ
ばならない。

（5）その他の留意事項
免震建築物は、同規模の非免震建築物と比べ、風荷重
の影響を受けやすいので、たとえば下記の項目など慎
重に設計する必要がある。
1）居住性レベルの応答
2）空力不安定振動

1.3 免震建築物の耐風設計上の留意事項

（1）極めて稀な暴風時の免震層の応答状態として以下の3
段階に分類して、耐風安全性の検証を行う。

i）ランクA：
免震層の風荷重に対して、免震層が弾性挙動するケース
（すべての免震部材が降伏応力を超えない場合。免震部材
にクリープ性部材やすべり支承を含む場合は、クリープ性
部材・すべり支承を除いた免震層の復元力特性が風荷重に
対して弾性限以内に留まる場合やすべりの摩擦力のみで風
荷重を上回る場合を含む）
・免震層の各部（免震層を構成する免震部材のこと）を弾
性範囲に留める設計であり、上記状態を確認することで、
風荷重に対する免震建築物の健全性が確認されるものと
する。
・全ての免震部材が降伏応力を超えない場合は、風荷重に
対する特段の検討は必要ない。
・クリープ性部材・すべり支承を除いた免震層の復元力特
性により風荷重に対する検討を行う場合は、別途、この
復元力特性から求まる免震層の変形に対して、クリープ
性部材・すべり支承の変形追従性を確認し、クリープ性
部材・すべり支承の継続使用に支障のないことを確認す
る。
ii）ランクB：
免震層の風荷重（平均成分＋変動成分）に対して、免震層
は弾性限を越えるが、風荷重の変動成分に対しては弾性挙
動をするケース
・風荷重を平均成分と変動成分に分離し、それぞれに対応
する免震層の復元力特性を用いて、静的な力の釣合から
求めた最大変形や塑性変形により構造安全性を検証する
ことができる。その際、平均成分に対しては静的な荷重
と見なしてクリープ性部材・すべり支承を除いた免震層
の復元力特性を、変動成分に対しては地震時の復元力特
性を用いることができる。
・風荷重による最大変形時に免震層を構成する主要免震部
材が弾性範囲に留まることを確認するほか、降伏応力を
超える免震部材の変形追従性、損傷度を評価し、構造安
全性を検証する。
・風荷重の長時間繰り返しを考慮し、風荷重が2～3時間連
続相当の繰り返しに対して、使用する免震部材が健全で
あることを確認する。
・クリープ性部材・すべり支承を含む場合は平均成分によ
り生じる変形が残留変形として残るが、その変形に対し
て各部が長期荷重に対して安全かつ建物の機能を損なわ
ないことを確認するか、原位置に戻すなどの適切な対応
を行う。

3.2 耐風安全性の検証

（1）風荷重は、免震建築物の形状、振動特性、免震層の復
元力特性、建設地および周辺の状況等を考慮して算定
する。この場合、水平面内の風向と直交する方向およ
び捩れ方向の振動並びに免震層を含めて風荷重の影響
が顕著な部位の振動を適切に考慮する。
（ア）上記の評価に際して用いる風力係数は、告示や
荷重指針に規定された値を用いるか、または風洞
実験等よく吟味された方法によって求める。

（2）風荷重算定の基準となる地上10mにおける平均風速
（基準風速）は下記とする。
（ア）稀に生じる暴風時の基準風速は建築基準法施行
令第87条第2項の規定に従って地表面粗度区分を考
慮して求めた数値以上とする。

（イ）極めて稀に生じる暴風時の基準風速は、稀に生
じる暴風時の基準風速の1.25倍とする。

（3）風荷重の継続時間については、建設地における気象条
件や供用期間中の免震部材の取り換え等を含む維持管
理条件等を吟味し適切に設定する。

（4）風荷重の算定は、建築基準法などに準拠することを原
則とするが、周波数応答解析や時刻歴応答解析などに
基づくことができる。

2. 風荷重の設定

（1）免震建築物では同規模の一般建築物に比べ、風直交方
向・捩れ振動の影響を受けやすくなるので、風荷重の
組合せをふくめ、それらの影響を十分に考慮する必要
がある。

3. 免震層の設計
3.1 評価項目
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Ⅱ．暴風の継続時間
1．暴風の累積的作用の評価

免震部材は弾塑性の性質を活かしたダンパー等

が用いられるため、一般的な建築物で実施される

部材の最大応力度による安全性照査に加えて、総

エネルギー入力または累積疲労損傷度等の暴風の

累積的作用を的確に評価し、安全性を検証する必

要がある。このための風速の継続時間に関する情

報は十分に整理されているとは言い難い。以下に

継続時間の評価方法の1案について解説する。

免震構造物に累積的に作用する風の影響としては、

1）供用期間中の中弱風

2）年1度程度の強風（主として居住性を評価す

る、再現期間1年程度）

3）稀に生じる暴風（再現期間50年程度）

4）極めて稀な暴風（再現期間500年程度）

等が考えられる。

1）については、過去10年程度の最寄りの気象官

署の観測記録をワイブル分布等で近似する手法が環

境アセスメントで風環境を評価する際に良く用いら

れ、参考にすることができる。2）～4）については、

日本建築学会「建築物荷重指針・同解説2004」1）（以

下、荷重指針）等や建築基準法の規定により荷重を

評価することができる。ただし、これらのうち、供

用期間中の累積作用を評価する上で必要な継続時間

等に関する情報を利用できるのは、1）のみであり、

2）～4）については、別途何らかの方法でその継続

時間を評価しなければならない。ここでは、一つの

強風イベントを対象に、その等価継続時間を評価す

る方法について解説する。

2．等価継続時間の評価

気象官署における観測記録等に基づく10分毎の

平均風速の時間変化を有する強風イベント下での

総エネルギー入力や累積疲労損傷度を考える。等

価継続時間は、その強風イベントの（10分間平均）

最大風速が継続した場合に、その強風イベントに

よる総エネルギー入力や累積疲労損傷と等価にな

るような継続時間Teqとして次式により求める。
（1）

ただし、Etotalは強風1イベントの総エネルギー入
力（または、累積疲労損傷）、eUmax10は、強風1イ
ベントの最大風速（10分間平均風速）が単位時

間作用した時のエネルギー入力（または、累積
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iii）ランクC：
免震層の風荷重（平均成分＋変動成分）に対して、免震層
は弾性限を超え、風荷重の変動成分に対しても弾塑性挙動
をするケース
・原則として、時刻歴応答解析による検証を行い、免震部
材などの最大変形、疲労損傷の評価を行い、構造安全性
を確認する。
・免震部材の疲労損傷評価やエネルギー吸収量に対する評
価などが必要となるため、風荷重の大きさだけでなく、
継続時間を含めた風荷重の詳細な設定が必要となる。
・風応答により生じた変形が残留変形として残る場合、そ
の変形に対して各部が長期荷重に対して安全かつ建物の
機能を損なわないことを確認するか、原位置に戻すなど
の適切な対応を行う。
・極めて稀に生じる暴風時だけでなく、建物供用期間中の
累積疲労損傷評価を行い、供用期間中の健全性を確保す
る必要がある。

（1）免震部材の設計において、極めて稀な暴風時およびそ
の事象後も免震部材がその機能を保持できることを耐
風安全性評価により確認しなければばらない。

（2）耐風安全性の評価においては、風荷重変動成分による
長時間繰返し変形に対する疲労損傷、温度上昇の影響
による剛性低下、耐力低下および小振幅時復元力特性、
さらに風荷重平均成分によるクリープ変形特性や長時
間変形の影響など風荷重時に特徴的な評価項目が適切
に考慮されなければならない。

（3）温度上昇の影響や繰返し変形による免震部材力学特性
の変化は限界値を超えてはならない。また、その特性
変化が応答値に影響する場合には、風応答値の評価に
おいてこれを考慮する必要がある。

（4）鋼材の疲労など、供用期間中の地震や頻度の高い強風
により損傷が累積する免震部材においてはこれを考慮
して健全性の評価を行なうものとする。

（5）暴風の後の水平残留変形を評価し、安全性の評価を行
わなければならない。

4. 免震部材の設計
4.1 評価項目

図1 風荷重に対する免震層の応答の概念図と免震層のランク
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疲労損傷）。

ここでは、EtotalやeUmax10を便宜的に構造物の代表
高さにおける設計風速と応答の関係が近似的に べ

き関数で表わされる場合が多いことを利用して、

以下の様に見積もる。

単位時間（例えば10分間）当たりのエネルギー

入力Eは、運動エネルギーに比例し、運動エネルギ
ーは速度応答の2（＝mE）乗に比例する。また、速
度応答は風速の2～3（＝nv）乗に比例すると見積も
られる。

（2）

ここで、mE＝2、nv＝2～3程度の値をとる。
一方、単位時間当たりの疲労損傷度Dは、両対数
表現したS-N曲線の勾配（＝ms）と風速のべき（＝
nd）乗に比例する応答変位の変動成分から、下式の
ように、風速のmsnd乗に比例すると見積もられる2）。

（3）

ここで、ms＝2～3程度の疲労曲線で決まる値、
nd＝2～3 程度の値をとる。
以下では、東京気象官署における強風イベント

に対する等価継続時間の評価例を示す。

この他いくつかの気象官署での計算も行い、こ

れらの計算例から、最大風速の増加と共に等価継

続時間は短くなる傾向にあり、概ね2～3時間程度

であることを確認した。

3．仮想台風による設計用風速時刻歴の生成

台風による暴風時の風速時刻歴を生成する手法

について解説する。

風速の時間変化を検討するには、台風シミュレ

ーションのみによる方法も考えられるが、複雑な

地形の影響などがある場合には、再現性の高いシ

ミュレーションは困難である。そこで松井ら3）は、

実観測記録をベースに台風モデルに基づくスケー

リングを適用した再現性の高い台風時の風速を合

成する手法を提案している。この手法は、照査対

象地点における過去の台風時の風速観測記録から

代表的な風速時刻歴を要素記録として選択し、そ

の台風の気圧場パラメータが変化した場合の仮想

的な台風時の風速を求める方法である。

はじめに設計対象地点最寄りの気象官署等の顕

著な台風の観測記録を要素記録とし、その台風の

経路情報および気象台における地上気圧観測記録

から、気圧場のパラメータ（中心気圧低下量、最

大旋衡風速半径、移動速度等）を同定する。

次に想定する台風（以下、仮想台風）を、要素

記録の台風（以下、要素台風）と同一の経路をた

どるものとし、仮想台風の中心気圧、最大旋衡風

速半径、移動速度等は、要素台風と異なる値をと

ることができるものとして、最大風速が設計風速

となるようパラメータチューニングを行う。詳し

くは文献3）および本指針の付.3を参照されたい。

以下に、鹿児島地方気象台における過去の日最大

風速順位2位の風速を生じさせた台風9612号を要素

台風として、設計風速を機器設置高さに換算した

45.1m/sとした仮想台風の計算例を示す。

次に、羽田アメダス（AMeDAS）記録をもとに

極めて稀な暴風に相当する仮想台風を計算し、仮

想台風風速および観測記録に対する等価継続時間

を以下に示す。観測記録は2004年台風22号の羽田

アメダス観測地点における10分間平均風速時刻歴

を用いる。同観測記録は、同観測地点における歴

代1位の最大風速をもたらしている。設計風速は、

極稀に発生する暴風42.5m/s（＝1.25×V0、V0＝

34m/s）とする。パラメータチューニングの結果、
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表1 東京管区気象台観測記録による等価継続時間の値

図2 東京管区気象台における最大風速Umaxと等価継続時間Teqと
の関係

図3 鹿児島気象台における要素記録（9612号）と仮想台風によ
る風速時刻歴
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生成された風速時刻歴を図4に示す。

羽田アメダスにおける台風時の観測記録、また

図4の仮想台風による風速波形に対して、（1）式か

ら求めた等価継続時間を表2に示す。同じ強風イベ

ントの風速時刻歴でも、累積荷重効果を与える風

速のべき指数mnが大きいほど、等価継続時間が短
く評価される。mnは構造物が風に対して敏感な場
合に大きな値をとることが予想されるため、一般

的な構造物のmnの値に対して等価継続時間を評価
しておけば、より風に敏感な建物には安全な設定

になることが期待される。

4．注意事項

本指針の付3では、注意事項として、

①最終的な安全性を検討する場合は、強風のみな

らず、他の荷重効果による累積的影響を評価す

る必要がある。

②継続時間の評価に当たっては、単一の強風イベ

ントについて考慮することはもとより、引き続

き同じ免震部材を使用し続ける場合は、供用期

間における累積的な影響も考慮する必要がある。

などを挙げているので、参照されたい。

Ⅲ．暴風の累積作用時間の簡易評価方法
暴風の累積的な作用効果を評価する際にその対

象となる暴風としては、Ⅱ．において取り上げた1

つの強風イベントの他に、ある期間における全暴

風が考えられる。また、この算定する期間には、

ダンパーのように取換可能な部材を対象とした期

間、積層ゴムのように取換が困難な部材を対象と

した期間が考えられるが、現状いずれも法的に特

定されるものではない。ここでは、照査の対象期

間という意味で照査期間と呼ぶこととする。また、

後述するように、ここで対象とする暴風は台風だ

けでなく台風以外を要因とする暴風も含み、その

再現期間は1年～500年と広範囲の風速を含んでい

る。その意味では暴風と呼ぶ程には高い風速では

ないものも含まれるが、ここでは、これら全てを

含めて暴風と呼ぶこととする。以下に、暴風の累

積作用時間を簡易に評価する方法4）を示す。ただし、

ここで評価される風速は年最大級の風速のみであ

り、日常的な風の作用時間は含まれない。照査期

間が長い場合や免震部材の疲労特性によっては、

日常的な風速を含めた累積作用時間の評価が必要

となる場合も考えられるので、留意が必要である。

1. 簡易評価方法の概要

照査期間における暴風の累積作用時間の簡易評

価方法は、以下の2つの簡易評価方法によりなって

いる。以降に、その概要を示す。

①照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方

法

②暴風の風速の時間変化の簡易評価方法

なお、この簡易評価方法は、伊豆諸島、薩南諸

島、大東諸島、先島諸島および小笠原諸島を除く

日本全国について適用できる。

1.1 照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方法

照査期間における暴風の最大風速の簡易評価方

法は、「荷重指針」1）を用いるものであり、設計風速

との対応が明確な点に特徴がある。その具体的な

評価方法の概要は、以下の通りである。

①照査期間N年における暴風の再現期間r年の評価
には、修正Jansen & Frank法およびHazenプロット

に基づく経験的再現期間を用いる。

②再現期間r年の最大風速Urは荷重指針の基本風速
U0、再現期間500年の風速U500および再現期間換
算係数krwより算定する。
修正Jansen & Frank法による照査期間N年におけ
るi番目に大きな最大風速の経験的再現期間riは、年
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図4 生成された仮想台風時の風速時刻歴地点：羽田アメダス、要
素記録：台風0422、MA-ON

表2 強風イベントの等価継続時間
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平均の暴風数をmとしてHazenプロットを適用する
と下式のように表わされる。

（4）

この式で表わされる上位N個の再現期間は2N年
から約1年に相当し、年平均の暴風数mが1以上であ
れば、再現期間は年平均の暴風数mに依存しない。
したがって、照査期間N年におけるi番目に大き
な最大風速Uriの経験的再現期間riが式（4）によっ
て得られるので、その結果を荷重指針による下式

に代入すれば、順次最大風速が得られることになる。

（5）

（6）

（7）

式（4）で示したように、照査期間N年における1
番目に大きな最大風速の経験的再現期間は2N年に
相当する。すなわち、照査期間が250年未満の場合

には「極めて稀に発生する暴風」は含まれないこ

とになり、「極めて稀に発生する暴風」に対する安

全性の検証と累積疲労損傷度に対する安全性の検

証に不整合が生じる。そこで、ここで評価する累

積作用時間は、照査期間が250年未満の場合でも、

照査期間N年に発生する上位N個の暴風に加えて1
つの「極めて稀に発生する暴風」を加えた累積作

用時間とする。

1.2 風速の時間変化の簡易評価方法

暴風の風速の時間変化の簡易評価方法は、台風

シミュレーション結果から再現期間1年～500年の

風速の時間変化を抽出し、台風の最大風速に対す

る風速比－時間の関係をモデル化したものであり、

以下のような手順による。

①対象地点の緯度θN（°） をパラメータとし、時

間変化を表わす係数を式（8）および式（9）ま

たは式（10）および式（11）より算定する。

（8）

（9）

（10）

（11）

②係数C1およびC2の場合には式（12）で、係数C3
およびC4の場合には式（13）で風速比rU（t）－時
間t（h）の関係を評価する。

（12）

（13）

③先に算定した各暴風の最大風速に式（12）ある

いは式（13）を乗じて、10分毎の風速を算定する。

因みに、式（12）で算定される作用時間は、式

（13）で算定されるそれよりやや安全側となる程度

の差で、大きな差異は生じない。

以下の条件について、簡易評価方法による照査

期間の累積作用時間を算定する。さらに、照査期

間における累積疲労損傷度と等価となる「極めて

稀に発生する暴風」の継続時間を「等価累積継続

時間」と呼び、これを計算する。付3で示した「等

価継続時間」は、1つの強風イベントにおいて、そ

の累積的な影響が一致する最大風速の等価な継続

時間を意味しており、区別して頂きたい。

建設地 ：東京（緯度：35.6°）

地表面粗度区分：Ⅲ（ZG＝450m、α＝0.2）

基本風速U0 ：38m/s U500＝43m/s
照査期間N ：100年

建物高さ ：80m

なお、表3の最下段の合計に示すように、疲労損

傷度の観点からみると「極めて稀に発生する暴風」

は、再現期間500年の風速が約1時間連続した場合

と等価となり、「極めて稀に発生する暴風」を除く

照査期間100年の全暴風は「極めて稀に発生する暴

風」の約3個分に相当することになる。

Ⅳ．免震層の簡易風応答評価方法
風外力には平均風力が存在し、継続時間が長い

といった地震力とは異なった特性がある。これら

の風外力の特性によって、免震部材に無視し得な

い大きさでクリープ変形が生じる場合があること

が近年の研究によって明らかになってきている。
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表3 暴風の累積作用時間と疲労損傷に関する等価累積継続時間
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ここで示す簡易風応答評価方法は、このクリー

プ変形を考慮した免震建物の簡易な風応答の評価

方法である。

免震システムは、以下の4種類の免震部材の全て

もしくは積層ゴムを含むそれら一部の組合せで構

成されると仮定する。

・積層ゴム

・クリープ性を有しない弾塑性ダンパー（鋼棒ダ

ンパーなど）

・クリープ性を顕著に有する弾塑性ダンパー（鉛

ダンパーや鉛プラグ入り積層ゴムの鉛プラグ、

錫プラグ入り積層ゴムの錫プラグなど）

・流体系ダンパー（オイルダンパーなど）

ここにいう「クリープ性を顕著に有する」とは、

そのダンパーが風荷重の平均成分に対して全く抵

抗できないと仮定できることを意味し、各種の免

震部材は風荷重の平均成分および変動成分に対す

る特性によって表4のように分類できる。なお、す

べり支承はクリープ性を有する免震部材ではない

が、滑動時の剛性（2次剛性）がないことや軸力変

動などによる摩擦力変動の影響を受けることから、

風荷重により滑動が生じる場合においてクリープ

性を顕著に有する弾塑性ダンパーとして扱うこと

が望ましい。

それぞれの免震部材の復元力特性として、積層

ゴムの線形バネ、弾塑性ダンパーの復元力特性

（クリープ変形非考慮）、流体系ダンパーの速度－

減衰力関係を以下とする。なお、弾塑性ダンパー

の履歴曲線はMasingの履歴則に従うものとする。

（14）

（15）

（16）

（17）

風荷重は、平均荷重Qmと最大変動荷重Q'を有し、
その最大荷重QmaxはQmax＝Qm＋Q'であるとする。さ
らに、免震層最大変位は、平均荷重Qmによる平均

変位Xmと最大変動荷重Q'に対する最大変動変位x'か
らなり、最大変位XmaxはXmax＝Xm＋x'で評価できる
ものとする。

このような仮定により、平均荷重Qmと最大変動
荷重Q'に対する釣り合い式は以下のように表わす
ことができる。

（18）

（19）

ここに、∆QFは次式で表わされる変動最大荷重Q'
と流体系ダンパー以外の免震部材による最大水平

力の差で、流体系ダンパーがない場合やその影響

が小さい場合には0とすることができる。

（20）

したがって、平均荷重Qmと最大変動荷重Q'が与え
られた場合には、まず（19）式を解いて最大変動変

位x'を求め、次に、（18）式を解いて平均変位Xmお
よび最大変位Xmax＝Xm＋x'を求めることができる。
ここでは、天然ゴム系積層ゴム、鋼棒ダンパー

および鉛ダンパーの3種から構成される免震システ

ムについて取り上げる。各部材のスケルトンカー

ブを図5に示すように、積層ゴムは弾性、鋼棒ダン

パーと鉛ダンパーはバイリニアであるとする。

（18）・（19）式は各部材の状態に応じて以下の5

組に分類される。この5組の状態で平均＋変動荷重

および変動荷重に関する釣り合い式をたて、それ

ぞれ解くことで、最大変動変位x'、平均変位Xmおよ
び最大変位Xmax＝Xm＋x'が得られる。
（1）鉛ダンパーも鋼棒ダンパーも降伏を経験して

いない状態

（2）最大変動荷重によって鉛ダンパーも鋼棒ダン

パーも降伏しないが、鋼棒ダンパーは降伏の

経験がある状態

（3）最大変動荷重によって鉛ダンパーのみ降伏し、

鋼棒ダンパーは降伏の経験がない状態

（4）最大変動荷重によって鉛ダンパーのみ降伏し、

鋼棒ダンパーは降伏の経験がある状態
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表4 各免震部材の風荷重に対する特性

図5 部材のスケルトンカーブ
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（5）最大変動荷重によって鉛ダンパーおよび鋼棒

ダンパーが降伏する状態

Ⅴ．免震層の風応答評価例
1．検討建物概要

検討建物は、超高層集合住宅の基礎免震構造建

物とし、風荷重に対して免震層がランクB以下とな

るように設計する方針とする。

上部構造は地震・風に対して弾性範囲内に留ま

るものとし、ここでは上部構造の検討は省略する。

1）建設地・建物諸元

・建築物用途：住宅

・構造種別 ：RC造（基礎免震構造）

・建設地 ：東京都23区内。地表面粗度区分はⅢ。

・建物形状 ：図6参照。

・上部構造の1次固有周期：Tu1＝1.5sec（＝0.02H）

2）振動解析モデル諸元

2．応答評価の方針・風荷重の評価

冒頭でも説明したとおり本算定例では、上部構

造は地震・風に対して弾性範囲内に留まるものと

し検討を省略する。

（1）検討は、極めて稀な暴風時の風荷重に対して

行う。

（2）風荷重の算定は、建築基準法を基本とし、風

直交方向など建築基準法では評価されない荷

重については日本建築学会「建築物荷重指針」1）

（以下「荷重指針」）による。

荷重指針の算定は再現期間を500年とし、風向

係数KD＝1.0とする。

（3）免震層の風方向応答は、免震部材のクリープ

変形を考慮するため「Ⅳ.免震層の簡易風応答

評価方法」によって評価する。

（5）風方向と風直交方向・捩れの風荷重の組み合

わせは、荷重指針による。この場合、風方向

の風荷重も荷重指針による。

算定した免震層での層せん断力wQ、捩れ荷重wMT
を下表に示す。
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図6 検討対象建物概要

図7 略床梁伏図

図8 免震部材配置

図9 振動解析モデル

図10 固有モード（免震層弾性時）

表5 固有周期（並進成分・免震層弾性時）
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3．風応答評価

1）風方向

簡易応答評価法を用いて評価する。免震層の最大

変形はδmax＝2.65cm、うちクリープ変形は1.13cm。

下図に簡易応答評価法による算定結果を示す。

2）風方向

免震層の最大変形はδmax＝1.19cm

3）捩れ成分

捩れによる隅柱直下の積層ゴムの変位

Rδmax＝0.47cm

このように捩れ応答は、決して小さくなく、表7

に示す風荷重の組合せを考慮した隅柱直下の積層

ゴム（LRB）の変形は表8となり、並進成分の変動

荷重による応答変位はLRBの弾性範囲に留まるが、

捩れを考慮すると一部の免震部材が風荷重の変動

成分に対して降伏することがわかる。ただし、こ

の場合でも、免震層全体では風荷重の変動成分に

対して弾性的に挙動する範囲にあると判断でき、

風荷重の評価には問題ないと考えられる。いずれ

にしても、免震建築物は同程度の非免震構造建物

と比べて、捩れ応答に対して十分に注意するべき

である。

4．時刻歴風応答解析

本節では、風方向・風直交方向の時刻歴風応答

解析により、1）応答結果と簡易評価法との比較、

2）免震部材（ダンパー）の疲労評価の例示を行う。

検討用の風力時刻歴波形は、荷重指針による風

方向, 風直交方向の変動風力のパワースペクトル密

度をもとに、高さ方向の空間相関を仮定し三角級

数モデルを用いて作成した5）。図10に1次モーダル

風力の時刻歴波形例を示す。
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表6 免震層での風荷重【並進成分（kN）】

図11 免震層の復元力特性

表7 風荷重の組合せ

図12 免震層での風荷重の組合せ（捩り風力の影響は考慮してい
ない）

図13 簡易応答評価法による風方向風荷重に対する免震層の変形
注）本方法は荷重が与えられた時の変形を求めるので、横
軸を荷重、縦軸を応答変位としている。

表8 風荷重の組合せを考慮した隅柱直下の応答変位

図14 検討用変動風力波形例（1次モーダル風力）
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時刻歴波形は1ケースにつき約800秒で30ケース

発生させ、先頭の50秒にcos関数によるテーパーを

つけている。応答解析の評価は100～700秒の600秒

間を対象とし、30ケースのアンサンブル平均によ

り行った。

4.1 時刻歴風応答解析結果

図15に時刻歴風応答解析結果のうち5ケースの免

震層応答変形－層せん断力関係を重ねて示す。図

中の●印は全ケースの最大応答変形・層せん断力

のアンサンブル平均を、誤差バーは応答結果のば

らつき±1σを示している。▲印は前節の簡易評価

法で求めた風方向・告示（極稀）と風直交方向

（荷重指針500年）時の最大応答を示している。図

16に風方向・風直交方向入力時の免震層応答変位

のリサージュ示す。

4.2 免震部材（ダンパー）の疲労評価

風方向（平均有）・風直交方向の免震層応答変位

波形（30ケース）をレインフロー法により応答振

幅（全振幅に相当）を抽出し、免震部材の疲労評

価を例示する。疲労評価は極めて稀に生じる暴風

に相当する台風1回分として、再現期間500年の設

計風速が3時間継続するものとして、マイナー則に

よる累積疲労損傷度D値を求める。

LRBの疲労性能曲線は、指針刊行時点ではまだ

整備されていなかったので、免震層にU型鉛ダンパ

ーがあったものとして、U型鋼材ダンパーとU型鉛

ダンパーそれぞれのD値を求めた。図17に免震部材

の疲労性能曲線を示す。なお、LRBの長時間繰返

しに対する健全性は、指針・付2の技術資料をもと

に評価可能である。

時刻歴応答解析結果から再現期間500年の設計風

速が3時間継続時の鋼材ダンパー・鉛ダンパーの累

積疲労損傷度D値を表9に示す。風方向と風直交方

向を比べると、変動成分の大きい風直交方向のD値

の方が鋼材ダンパーで70倍程度、鉛ダンパーで5倍

程度大きな値となっている。ほぼ弾性域にある鋼

材ダンパーは風直交方向の3時間継続時でも0.01以

下と非常に小さな値に留まるが、降伏点を大きく

超える振幅となる鉛ダンパーは3時間継続時の風直

交方向が0.1程度となり、直ちにダンパーの機能を

損なうことはないと思われるが、免震層がランクB

となる場合は、疲労損傷が問題になる可能性があ

ることを示しており、慎重に検討・確認を行う必

要があることがわかる。
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図15 免震層応答変形－層せん断力関係

図16 免震層の応答変形リサージュ（風方向・風直交方向入力時）

図17 免震ダンパーの疲労性能曲線

表9 時刻歴応答解析結果による免震部材の累積疲労損傷度
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講習会報告

1 報告会概要
日時：2013年2月28日（木） 13時～17時

会場：工学院大学　新宿キャンパス5階　A-0542教室 （東京都新宿区西新宿1-24-2）

2 プログラム
司会：応答制御建築物調査委員会　委員長　三菱地所設計　深澤　義和

3 報告会の内容
2011年3月に発生した東北地方太平洋沖地震に対し、免震構造協会は「応答制御建築物調査委員会」を設

置し、免震・制振建築物に関する調査検討を行い、2012年1月にその結果を報告した。本報告会は、その時

の課題、およびその後の調査結果をまとめて報告を行い、これに対する討論を通して、今後の免震技術の進

展に寄与することを趣旨とする。応答制御建築物調査委員会では、免震構造設計部会、免震構造地震応答評

価部会、制振構造調査部会の三つの部会において調査検討が実施され、本報告会では各部会における調査・

検討結果が報告された。報告の概要を以下に示す。

3.1 免震構造設計部会報告

（1）アイソレータの小振幅試験結果

鉛プラグ入り積層ゴムおよび錫プラグ入り積層ゴムに対し、鉛ダンパーの破断繰返し数と同程度、および

3.5～10倍の繰返し数の小振幅繰返し加振試験を実施し、健全性を検証した。それぞれ試験終了後に試験体を

切断し、プラグの状態を確認したところ亀裂等の損傷は認められなかった。

報告会 「応答制御建築物の今後の取組みに向けて
－東北地方太平洋沖地震での課題－」

清水建設
山本祥江
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（2）履歴系ダンパーの変状対策と残存疲労性能評価

鋼材ダンパーに対しては、前回報告会において提案された変形追従性の良い新塗装について促進劣化試験

を行い、促進劣化後も塗装初期状態と遜色のない変形追従性を示すことを確認した。また、2方向の影響を

考慮した残存性能評価について、観測されたけがき記録を用いた評価事例が示された。鉛ダンパーに対して

は、亀裂対策としてリチウム複合石鹸グリースを塗布した試験体の疲労特性確認試験を実施し、±1mm、±

2mmの振幅において繰返し耐久性の改善を確認した。

（3）免震エキスパンションジョイントガイドライン

2011年の東北地方太平洋沖地震においては、免震建物の30％で免震Exp.Jに被害が見られた。損傷事例から、

損傷の原因と適切な性能を発揮するための対策をまとめ、ガイドラインを作成。ガイドラインでは、建物の

重要度や使用箇所に応じて適切に免震Exp.Jのグレードを設定することとし、免震Exp.Jのグレードは、事前

にどれだけ可動試験による性能確認を行ったかにより設定されることを示した。

（4）免震建物用けがき計の推奨

けがき計による免震建物の応答観測においては、感圧紙の破損やけがき針の圧調整不良等の設置状態の問

題によって良い記録を得られないケースが見られた。今後の改善を目的に、けがき計の種類、メーカー、特

徴、設置時の注意点等の情報の収集とまとめが行われ、発注時の特記仕様例が示された。

3.2 免震構造地震応答評価部会報告 「構造ヘルスモニタリングの考え方」

免震構造における構造ヘルスモニタリングについて、建物の履歴管理、地震時の避難の要・不要の判断の

点からも、免震構造においても観測装置の設置が望ましい。観測網の整備に加え、データの管理・活用につ

いても仕組みを整える必要があり、免震構造協会に期待する役割についても示された。

3.3 制振構造調査部会報告 「先端構造建物の応答記録分析」

9棟の建物について、観測記録から建物特性を評価し、それに基づく解析モデルにより、免震・制振の効

果について検証を行った。この観測記録を活用した解析的検証から重要な知見が得られ、今後の免震・制振

技術の進歩には記録の公表が重要であることが示された。

4 質疑応答
今後の課題を中心に意見が交わされ、免震構造のモニタリングについて、免震構造協会にとりまとめ役と

しての期待が大きいとの意見が出された。また、免震構造については日本の技術力は高く、知見の蓄積も多

いことから、もっと海外に向けて発信すべきとの意見が出された。

写真1 応答制御建築物調査委員会委員長
深澤義和氏（三菱地所設計）

写真2 会場内風景
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1 概要
第17回「震災対策技術展」（主催同実行委員会、

当協会後援）が2月7日、8日の2日間、パシフィコ横

浜で開催された。寒い日にもかかわらず会場には多

くの人が訪れており、間もなく2年目を迎える東日

本大震災の影響の大きさを実感させられた。会場内

もかなりの人が参加されていて自由に展示物を見ら

れないくらい混雑しているブースもいくつかあった。

会場には協会会員企業も出展しており、展示会場

の他に講演会のための会場も用意されていた。ここ

に紹介する講演会の会場は50名弱の定員であった

が、満席の状態で参加者の中には展示会場での展示

に参加している企業の人もおり、それらしい作業服

装で来ていた。

本稿では普及委員会社会環境部会久野委員長が

「東北地方太平洋沖地震で実証された免震構造」と

いうテーマで講演していたので報告する。

2 講演内容
免震構造の一般的な原理、現在までの実績などを

イントロに使い、免震構造と在来工法との地震時の

違いなどは映像を使って判り易く解説されていた。

免震構造が耐震補強にも使われていることなどまず

基本的な説明をし、その後以下のように進められた。

①東日本大震災時における建物被害と免震建物の

挙動

被害の特徴として構造体以外の天井、外壁など非

構造部材と設備機器の被害を事例の紹介

②防災拠点として機能を発揮した石巻赤十字病院

の事例紹介

・震災直後から患者を受け入れ、救援活動の実施

が可能であったことなど病院としての機能継続

に免震構造が役立っていたことを強調

・棚の転倒、キャスターの破損など一部軽微な被

害も紹介

③地震リスクと地震対策方法

事業継続を図るためには構造体の安全に加えて機

能維持などトータルな地震対策の必要性

④ソリューションとしての免震建物

・免震建物の現状として建設件数の推移、用途別

の実績等のデータによる解説

・東日本大震災時の建物居住者へのアンケート調

査の実施

アンケート項目は（体感、居住者心理、内容収

容物、事業継続）

・東日本大震災における免震建物（被害調査）ア

ンケート結果の紹介

・東日本大震災における免震建物居住者アンケー

ト結果の紹介

居住者が建物を免震構造にすることで事業継続

ができたことに満足

講演の最後のまとめとして事業継続のソリューシ

ョンの最良の方法は建物を免震構造にすることであ

ることが強調されていた。

講演後、質疑の時間があり、すぐに出た質問は積

層ゴムの耐久性についてであった。次に変位が大き

くなって建物が損傷しないかということと、エキス

パンションジョイントに関する質問であった。

質問者への回答は問題なく済み、回答内容の確認

など活発な雰囲気であったが、質問の内容はいずれ

も良く出る質問であり、常時一般社会に向けて発信

しておくべき情報の一部でもあり、広報の必要性を

感じた。

3 まとめ
講演会主催者側のアンケート調査結果によると、

アンケート回答者の20％が大変満足、70％以上の方

が満足されていたという結果であった。講演者の努

力もさることながら、免震構造に寄せる一般社会の

関心の高さも出ていたと思われる。

講演終了後に感じたことだが、今回のような講演

や説明会などでは協会作成の共通資料が用意されて

いる方が講師の負担軽減にもなり、協会の存在感も

第17回「震災対策技術展」講演会

普及委員会　委員長
須賀川　勝
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今回の講演会に出席して感じたことを記してまと

めとする。

増すのではないかと思う。一般聴衆の方たちも協会

が作成している客観的なデータなどの方が、関心が

高いはずである。

講演中の久野講師 講演内容タイトル
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47理事会議事録

◇議事録署名人
定款第37条により、西川孝夫代表理事と出席監

事の梅野　岳監事、竹内　徹監事の2名が議事録署

名人になった。

◆報告事項
1）12月開催の審議員会報告について

12月5日に、第2回審議員会を開催した。前回に

引き続き、免震・制振構造技術に関する今後の取り

組みについて、討議を行った。3月25日に、第3回

審議員会を開催する。その後、取り纏めをして、会

長に答申する予定である旨の報告があった。

2）平成24年度免震建物点検技術者講習・試験につ

いて

1月26日（土）に実施し、314名の受験者のうち、

299名が合格した。

3）免震部建築施工管理技術者登録者／勤務先一覧

と都道府県別分布………………………資料①

現在、3423名の登録者の勤務先一覧で、上位5社

で1465名となり、全体に占める割合は4割強となっ

ている。また、都道府県別分布については、登録者

のいない県はなくなったが、都会に集中している。

4）応答制御建築物調査委員会報告会について

………………………………………………資料②

2月28日に、工学院大学で上記委員会の最終報告

会を行った。「免震設計部会」より、けがき計推奨

があり、「観測部会」より、観測計器の推奨と協会

での観測データ集積の提案があった。また、「制振

構造調査部会」より、制振効果のあることが報告さ

れた。

参加者182名と盛況であった。

5）平成24年度性能評価事業について

昨年10月より担当となった、小林性能評価業務

部長より、本年度の事業の報告があった。構造性能

評価は30件・変更21件、材料性能評価は4件と、

今までで一番多い件数であった。収入合計は、

28,700千円になる見込みである。ただ、申請者がほ

ぼ一社に偏っているので、あらためて、理事と監事

に向けて支援のお願いがあった。

日　時 平成25年3月14日（木）

15:00～17:15

場　所 明治記念館 1階「なでしこの間」

東京都港区元赤坂2-2-23

出席者 会　長：西川孝夫

副会長：深澤義和、丑場英温

専務理事：可児長英

理　事：大熊武司、大八木邦彦、小谷俊介、

沢田研自、鈴木重信、島c和司、

谷口　元、西村　功、能森雅己、

野中康友、細澤　治、山口昭一、

山崎眞司

監　事：梅野　岳、竹内　徹

事務局：小林哲之、佐賀優子

欠席者 副会長：池永雅良

理　事：安達俊夫、石川孝重、北村春幸、

壁谷澤寿海、曽田五月也、

常木康弘、和田　章

監　事：市川　康

配布資料
資料①　免震部建築施工管理技術者登録者／勤務先

一覧と都道府県別分布

資料②　応答制御建築物調査委員会報告会について

資料③　平成24年度収支報告（2月末現在）

資料④　新入会及び委員会委員長と委員委嘱の件に

ついて

資料⑤　補欠監事について

資料⑥　創立20周年記念事業について

資料⑦　平成25年度事業計画（案）・予算（案）に

ついて

◇開　会
定刻になり、事務局より開会が告げられ、引き続

き、西川会長の挨拶があった。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は理事の過半数の出席

（出席17名／総数25名）があり、定足数を満たして

いるので、理事会が成立する旨が告げられた。定款

第34条により西川会長が議長となった。

平成24年度第2回 理事会議事録
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6）平成24年度収支報告（2月末現在）…資料③

2月末現在の経常収益の合計は113,885千円で、内

訳は、事業収益70,229千円・会費42,063千円・入会

金1,075千円・雑収益518千円。経常費用の合計は、

103,844千円で、内訳は事業費84,470千円・管理費

19,374千円で、2月末現在の経常増減額は10,041千

円となっている。予算比は、経常収益108％、経常

費用103％である。3月の決算までは、あと一ヶ月

を残しているので、経常増減額は、これより少なく

なる見込みである。

7）平成25年度年会費請求書発行について

2月1日に、会費の請求書を発行した。納入は5月

末日までにお願いしている。

8）協会賞の応募について

今回は、功労賞はなく、作品賞9件、技術賞3件

であった。

9）その他

①書籍「考え方進め方免震建築英語版」を、4月

頃にオーム社より刊行する。

価格は6,500円。

②免震関連告示改正の件

近々、免震材料の告示の改正が行われることに

より、既存不適格を生じる事が心配される旨の

報告があった。

◆審議事項
第1号議案　総会の日時及び場所について

事務局より、平成25年度の総会を、6月4日（火）

16:00より、場所は明治記念館「鳳凰の間」で開催

する提案がなされ、異議なく承認された。

第2号議案　新入会員と委員会委員長及び委員の委

嘱について …………………………………資料④

事務局より、第2種正会員2名・賛助会員3社の

入会と、創立20周年記念事業委員会「広報部会」

委員長に、加藤晋平氏、「イベント部会」立道郁生

氏、資格制度委員会「免震部建築施工管理技術者更

新部会」海老原和夫氏、委員委嘱15名について説

明があった。審議に入り異議なく承認された。

第3号議案　「原子力関係施設免震構造委員会」の

継続について ……………………………資料回覧

事務局より、上記委員会は、今までの活動で周辺

施設の建物に対する免震構造の適用に於いて検証し

ほぼ骨子は固まった。引き続き、ガイドライン等を

完成させたいので2年間継続する提案がなされ、審

議に入り異議なく承認された。

第4号議案　補欠監事について …………資料⑤

事務局より、東洋ゴム工業㈱の川田道弘氏が補欠

監事になっているが、当社は社名変更し、東洋ゴム

化工品㈱になったため、継続の有無を確認すること

が了承された。川田氏に継続の意志がない場合は、

改めて総会で新しい補欠監事を選出する必要がある。

第5号議案　創立20周年記念事業に向けて

………………………………………………資料⑥

事務局より、資料に沿って記念事業の計画及び収

支予算書案の説明があった。事業の実施時期は、平

成25年4月から平成26年6月まで、事業内容につい

ては、平成25年度は、記念見学会・世界免制振会議・

記念イベントを、平成26年度は、記念講演会・記

念特集号を予定している。この中で、9月開催の

「世界免制振会議」について、コメントがあった。

アブストラクトの締め切りが3月31日までなの

で、その後、人数が確定すると思われるので、運営

の仕方、予算について、5月の理事会に再度、資料

を提出すること、また、その他の事業についても事

業毎の詳しい資料を提出することで了承された。

第6号議案　平成25年度事業計画（案）・予算（案）

について ……………………………………資料⑦

事務局より、平成25年度の事業計画としては、

創立20周年記念事業を実施すること、倫理規定に

対する検討、適合判定機関になることに対する検討、

地震計測のデータ集積の検討が、新しく加わった。

普及活動のなかに、研究助成についても記載すべき

との指摘があり、追記することになった。予算につ

いては、経常収益の合計は113,530千円で、内訳は、

事業収益70,240千円・会費42,260千円・入会金510

千円・雑収益520千円。

経常費用の合計は、118,698千円で、内訳は事業

費98,798千円・管理費19,900千円で、経常増減額は
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5,168千円。記念事業の収支については、若干の訂

正があることを含めて、審議に入り承認された。

◇閉　会
以上ですべての議案の審議並びに報告を終了し、

17:15に閉会した。

平成25年3月14日

議　　長（代表理事） 西川　孝　夫

議事録署名人（監事） 梅野　　　岳

議事録署名人（監事） 竹内　　　徹

49理事会議事録
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、性
能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価及び評定完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価及び評定を完了し、

申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価及び評定業務
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51国内の免震建物一覧表

国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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（2013.1.1～2013.3.31）

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は2/19、3/12に開催

された。12月までの第3四半期決

算および1～3月の各種行事、活

動を確認した。平成25年度の事

業計画および予算案について審

議した。平成25年度は、創立20

周年記念事業を行うため、その

内容について議論を重ねている。

また、年度替りに伴い、第1種正

会員として選出された理事、監

事が所属会社を退職するケース

があるため、その場合の扱いに

ついて審議した。平成25年度は、

役員任期途中であるため、個人

会員として入会し、役員を継続

することを理事会に諮ることと

した。

技術委員会
委員長　北村　春幸

東日本大震災から 2年が経過

し、応答制御建築物調査委員会

委員の最終報告会「応答制御建

築物の今後の取り組み－東北地

方太平洋沖地震での課題－」が2

月28日（木）に工学院大学で開

催された。調査委員会が終了し

たが、そこで整理された課題に

ついては、引き続き検討が行わ

れる。免震・制振建物の観測記

録のより精度の高い評価・分析、

ダンパーなどの減衰性能を持つ

免震部材については、維持点検

時の調査方法や損傷評価方法な

どの検討、免震エキスパンショ

ンジョイントは指針が作成され

るなどである。このように貴重

な震災の教訓を生かす活動を続

けていきたい。

委 員 会 の 動 き
免震設計部会

委員長　藤森　智

●設計小委員会

委員長　藤森　智

津波発生地域おける免震建物

設計に当っての基礎検討を開始

した。現行の津波避難ビルガイ

ドラインに示された建物を免震

化したモデルについて、各種免

震デバイス毎の対津波荷重を求

める解析を進めている。また免

震部材接合部に用いるボルトに

ついて、今後認定取得が可能か

の検討を行っている。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

2013年2月27日に第77回入力

地震動小委員会を開催し、「免震

建築物のための設計用入力地震

動作成ガイドライン」の原稿案

と内部査読結果の確認を行った。

次回委員会で再度修正した原稿

を審議する予定である。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

①耐風設計指針の「免震層の

簡易風応答評価方法の解析ソフ

ト」試作版について検討を継続中。

②簡易応答予測法の追加検証

に使用する長周期・長時間地震

動について検討中。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

79号でご報告した新年度の活

動方針（耐風設計指針の更新準

備・英文化、今秋予定されてい

る20周年記念国際シンポジウム

での指針概要の発表）にしたが

って活動を進めているが、新た

に、指針講習会の6月開催を予定

した。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI免震構造施工標準（2013

年版）の編集は、出版社と原稿

の最終調整に入っており、今年

度の「免震部建築施工管理技術

者」講習会に間に合わせるよう

進めている。また、免震工事施

工計画書とQC工程管理表は、施

工標準に記載できないため、の

ような形式で配布するか、検討

中である。

免震部材部会
委員長 C山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　b山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

積層ゴムやすべり・転がり支承

の規格案について引き続き議論

をしている。規格案の作成には

まだ時間がかかると思われるも

のの、この規格により設計者、

製造者、施工者の間に免震部材

の性能に関する共通の認識がで

きるようなものを目指したい。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

2/28に開催された、「応答制御

建築物の今後の取組みに向けて」

に関して、ダンパー関連の報告

書を作成した。また、検討課題

である既存の鋼材ダンパーのボ

ルトの緩み対策（固定方法）お

よび鉛ダンパーの亀裂対策等も

継続して検討中である。更に、

オイルダンパーについては、限

界速度における性能確認を進め

ている。防耐火部会（オイルダ

ンパー耐火性能WG）で検討して

いるオイルダンパーの火災時挙

動に関する報告書作成について

は、継続して協力している。
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応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

「パッシブ制振構造の設計施工

マニュアル」の改定に向けた活

動を1/25（10名）、2/22（7名）、

3/22（5名）に行った。特に、技

術データシートの更新とともに、

また、制振部材取付け部の留意

事項を章として独立した内容と

することで検討している。目標

として8月中の原稿まとめを目標

としている。また、JSSIハンド

ブックの原稿検討等を行った。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

すべり支承の耐火構造認定試

験用共通試験体の仕様を検討中。

オイルダンパーの耐火性につい

ては最終報告書を作成中。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

協会創立20周年記念事業実施

に向けて協力していくことを委

員会で決定し、部会の3委員長が

イベント部会に参加する。また

今後必要に応じて協力すること

になった。通常の活動について

は各部会の報告による。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は1月 23

日（水）に開催された。2月25日

（月）発行予定の会誌79号の進行

状況の確認、次の80号の内容及

び執筆依頼について検討した。

出版物「免震建築の基本がわ

かる本」は、現在初稿を作成中

で、協会の総会時期にあわせて

の発行を予定していること、東

北地方太平洋沖地震関連で観測

記録及び東北大学免震建物の状

況なども報告された。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

2月21日に第31回委員会を開

催した。来年度の事業計画、活

動計画について討議した。

2月8日にパシフィコ横浜で開

催された震災対策技術展で「東

日本大震災で実証された免震構

造」と題して講演を行った。報

告記事は80号に掲載予定になっ

ている。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

国際委員会が中心になり進め

ていた「考え方・進め方 免震建

築」の英訳作業が終わり、英語

版の出版の用意が整った。また9

月に仙台の東北大学で開催され

る第13回世界免震・制振会議の

開催まで半年を切り、国際委員

会は実行委員会としてその準備

を本格化している。被災地の仙

台で開催される会議でもあり、

会員諸氏の積極的な参加をお願

いしたい。参加申込みは公式ホ

ームページ13wcsi-jssi20.com/で受

け付けている。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会（運営幹事会

及び6部会で構成）は、当協会が

認定する「免震部建築施工管理

技術者」および「免震建物点検

技術者」の資格に関わる講習・

試験及び更新講習会（毎年度計4

回）の実施、及びその合否判定

の事業を担当している。当該期

間（1月～3月）には、1月26日

（土）にベルサール新宿（東京）

を会場として、今年度最後の講

習・試験『第11回免震建物点検

技術者講習・試験』が314名の受

験者の参加を得て実施された。

この試験については、2月21日開

催の当委員会「運営幹事会」に

おける審議により、299名を合格

と判定し、その旨を受験者に通

知した。

この結果、「免震建物点検技術

者」の登録者数は総計1,611名と

なり、免震部建築施工管理技術

者3,423名ともども、あわせて五

千人に近い建築技術者が全国各

地において免震建物の健全な普

及発展に寄与されることとなる。

原子力関係施設免震構造委員会
委員長　北山　和宏

2013年2月26日に幹事会を、3

月11日に本委員会をそれぞれ開

催し、報告書の原案、および

「原子力関係免震構造建物の施

工・維持管理ガイドライン」と

「原子力関係免震構造建物の設計

ガイドライン」との内容を審議

した。報告書原案には、施工・

維持管理、要求性能および設計

手法に関する各々の検討につい

て詳細に記述することにした。

なお本委員会の設置期間は2年

であり、2013年3月末をもって活

動を終了する。しかし、上記の

二つのガイドラインを広く社会

に公開するためには、さらに検

討内容を吟味して必要に応じて

編集し直すことや、「高性能免震

装置の開発ロードマップ」につ

いては引き続いて検討する必要

があるとの認識から、2013年4月

以降も何らかの形で委員会活動

を継続したいという要望があり、

この旨を協会側に連絡した。
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1月9日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 事務局会議室 12
1月10日 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 〃 7
1月15日 原子力関係施設免震構造委員会/施工維持WG（作業会） 建築家会館3F小会議室 7
1月15日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 事務局会議室 10

1月15日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/

 免震エキスパンション ガイドライン作成委員会/本委員会 
建築家会館1F大ホール 14

1月16日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会 〃 23
1月16日 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 事務局会議室 9
1月18日 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 8
1月22日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 7
1月22日 技術委員会/施工部会 建築家会館3F大会議室 10
1月23日 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」79号編集WG 事務局会議室 5
1月23日 記念事業委員会/広報部会 〃 6
1月23日 普及委員会/出版部会 〃 16
1月23日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 建築家会館1F大ホール 10
1月24日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 14
1月25日 技術委員会/防耐火部会 事務局会議室 15
1月25日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 10
1月29日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 5
1月30日 普及委員会/運営幹事会 〃 8
1月31日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 12
2月1日 国際委員会 〃 9
2月5日 資格制度委員会/点検技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 4
2月6日 『設計者のための免震・制震構造ハンドブック』編集委員会 事務局会議室 7
2月7日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 10

2月8日 応答制御建築物調査委員会/本委員会
 スタジアムプレイス青山

  9階　901 
20

2月12日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/

 免震エキスパンション ガイドライン作成委員会/本委員会 
事務局会議室 14

2月13日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/LRB小振幅多数回繰返しWG 〃 9
2月15日 原子力関係施設免震構造委員会/要求性能WG 〃 9
2月18日 近未来問題検討委員会 建築家会館3F小会議室 8
2月18日 資格制度委員会/点検技術者審査部会 〃 3
2月18日 記念事業委員会/イベント部会 建築家会館3F大会議室 7
2月18日 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 事務局会議室 6
2月19日 運営委員会 〃 12
2月19日 技術委員会/施工部会 建築家会館1F大ホール 14
2月20日 普及委員会/社会環境部会 事務局会議室 5
2月21日 原子力関係施設免震構造委員会/設計指針WG 〃 12
2月21日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 8
2月22日 原子力関係施設免震構造委員会/施工維持WG 〃 14
2月22日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 8
2月25日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 12
2月26日 原子力関係施設免震構造委員会/幹事会 〃 8
2月27日 技術委員会/防耐火部会 〃 10

2月27日 技術委員会/耐風設計部会
 食品衛生センター

  5階 小会議室 
5

2月27日 高強度ボルト接合委員会/設計WG 建築家会館3F小会議室 6
2月27日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 13

3月4日
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 
事務局会議室 10

3月5日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 9
3月7日 記念事業委員会 〃 10
3月11日 原子力関係施設免震構造委員会 建築家会館1F大ホール 30
3月12日 運営委員会 事務局会議室 13
3月13日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 11
3月15日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 13

3月15日
 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/

 免震エキスパンション ガイドライン作成委員会/本委員会 
建築家会館3F大会議室 14

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2013.1.1～2013.3.31）
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3月19日 技術委員会/施工部会 事務局会議室 11
3月22日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 5
3月25日 国際委員会 〃 9
3月25日 技術委員会/防耐火部会 建築家会館3F大会議室 13
3月26日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 事務局会議室 11
3月26日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 7
3月28日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会/SWG 事務局会議室 2
3月28日 修士論文賞審査委員会 〃 10

日付 委員会名 開催場所 人数
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2013年4月30日現在） 

第1種正会員 90社

 第2種正会員 211名

 賛助会員 88社

　　　　　　　　 特別会員 7団体

第2種正会員 梅野　岳 梅野岳耐震コンサルタント

　　〃 深澤　義和

賛助会員 （株）ナルコ岩井 メーカー/EXP.J

　　〃 （株）ビルマックス 建機レンタル業

　　〃 （株）増岡組 建設業/総合

　　〃 横浜ガルバー（株） メーカー/溶融亜鉛めっき

会員種別 会員名 業種または所属

会員種別変更

第1種正会員から賛助会員へ オーケーレックス（株） メーカー/免震材料（ダンパー）

会員種別 会員名 業種または所属

会社合併（第1種正会員2社が合併し、1社となる）

第1種正会員 安藤建設（株）、（株）間組 建設業/総合

 　　  ↓ 

 （株）安藤・間 

会員種別 会員名 業種または所属

退　会

第2種正会員 尾形　素臣 

　　〃 桑原　文夫 

　　〃 翠川　三郎 

　　〃 吉岡　研三 

賛助会員 東武谷内田建設（株） 建設業/総合

　　〃 三菱重工業（株） メーカー/総合機械製造
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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会員動向

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局（平日9:30～18:00）

TEL：03-5775-5432　FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

ください。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、入会通

知書・請求書等を同封します。

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表者／第１種正会員の場合

 下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関係加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

代表者／賛助会員の場合

賛助会員につきましては、代表権者及び指定代理人の□ 欄は記入不要です。

代表権をもっていない方をご登録いただいても構いません。例えば担当者の上司等

入れて下さい
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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会員動向

一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人 日本免震構造協会 事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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89インフォメーション

I n f o r m a t i o n

6/4 平成25年度通常総会、協会賞表彰式、優秀修士論文賞

表彰式、懇親会（東京：明治記念館）

6/4 第15回日本免震構造協会協会賞公募

6/14 免震建築物の耐風設計指針講習会（東京）

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

8月
8/10 第15回日本免震構造協会協会賞募集／受付締め切り

8/26 会誌「MENSHIN」№81発行

8/30 平成25年度「免震部建築施工管理技術者」講習・試験

申込受付締切り

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 
23/30

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

6月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

7月
7/1 平成25年度「免震部建築施工管理技術者」講習・試験

案内送信、HP掲載

は、行事予定日など行事予定表（2013年6月～2013年8月）

※6/17は、協会設立記念日
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インフォメーション

◇「2013年日本建築学会大賞・日本建築学会賞（論文）」受賞のお知らせ
事務局

当協会 第2種正会員の2名の方が受賞されました。

○2013年日本建築学会大賞：

秋山　宏 氏（東京大学 名誉教授）

「エネルギーの釣合いに基づく構造物の耐震設計法の確立と普及に対する功績」

○2013年日本建築学会賞（論文）：

永野　正行 氏（東京理科大学 教授）

「地震動の増幅特性と地盤・構造物の地震時挙動の解明に関する一連の研究」

◇平成24年度日本地震工学会「功績賞」及び「論文賞」受賞のお知らせ
事務局

当協会が、この度、一般社団法人日本地震工学会功績賞を、また、西川会長が、論文賞を受賞いた

しました。5月24日に贈呈式が執り行われ、賞状を授与されました。

功績賞：「免震建築物の普及活動と東北地方太平洋沖地震における免・制震建築物の挙動調査とそ

の公表による地震工学への貢献」

論文賞：「長周期地震動の経験式の改良と2011年東北地方太平沖地震の長周期地震動シミュレーシ

ョン」

◇平成25年度通常総会開催のお知らせ
事務局

日　時：平成25年6月4日（火）16:00～

場　所：明治記念館 2階「鳳凰の間」

東京都港区元赤坂2-2-23（JR信濃町駅より徒歩5分）

※総会終了後、協会賞の表彰式・優秀修士論文賞表彰式および懇親会を予定しています。
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I n f o r m a t i o n

◆平成25年度「免震部建築施工管理技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成25年10月13日（日）11:00～17:00

場　所：ベルサール渋谷ファースト　2階

東京都渋谷区東1-2-20 住友不動産ファーストタワー

※受験資格・申込み方法等、詳細は7月1日にホームページに掲載予定ですのでこちらをご覧ください。

http://www.jssi.or.jp/

◆平成25年度「免震建物点検技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成26年1月25日（土）11:00～16:00

場　所：砂防会館

東京都千代田区平河町2-7-5

※受験資格・申込み方法等、詳細は10月1日にホームページに掲載予定ですのでこちらをご覧ください。

http://www.jssi.or.jp/
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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I n f o r m a t i o n
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

販 　 売  ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

プロ野球の長嶋茂雄さんと松井秀喜さんが国民栄誉
賞を受賞しました。安倍首相と原監督と始球式を行っ
ているシーンが目に浮かびます。長嶋茂雄さんは初の
天覧試合でサヨナラホームランを打ち、松井秀喜さん
は日本シリーズMVPとワールドシリーズMVPとなる
等、大事な試合で見事に活躍しました。免震建築も大
地震と言う大事に大きな被害もなく継続的に住み、業
務が出来るということからもちょっと飛躍しすぎとは
思いますが国民栄誉賞ものではないかと思われます。
今回、巻頭言でジョサイア・コンドル先生の話が出

ておりますが、コンドル先生に学んだ辰野金吾先生が

設計した東京駅丸の内駅舎は百年の歴史を経て保存復
原されて免震建物として甦りました。また清水建設新
本社も明治から昭和に本社を構えていた京橋に［ecoBCP］
をコンセプトに地域を守る防災拠点となる免震建物と
して完成しました。これらの建物も大地震と言う大事
に力を発揮することが期待されています。
東日本大震災後、設計見直しを行い、より耐震性能

が高い免震建物とした「正栄食品工業本社」を訪問取
材した今回の編集WGは、加藤（巨）、小山、齋藤、竹
内、酒井、千馬さんの6名の方々でした。御苦労様で
した。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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事務局　〒150-0001　東京都渋谷区神宮前2-3-18　JIA館2階

TEL.03-5775-5432（代）　FAX.03-5775-5434

http://www.jssi.or.jp/
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